
 

 

東北大学審査博士学位論文 
 
 
 
 
 
 

 

光学的測定に基づく標準マイクロフォン 
高精度校正法の研究 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
  

 
 
 
 
 
 
 

 

 

東北大学大学院情報科学研究科 

システム情報科学専攻 

徐 載甲 



 

i 
 

緒言 
 

近年，産業発展に伴い，電気・電子部品に限らず音響素材の種類もますます多彩にな

ってきている．その中で，マイクロフォンについても，次々に新しい機能とデザインが

開発されつつある．マイクロフォンは，その物理的な意味から“音の音圧変化の波形を

電気信号に変換する変換機である”といった表現で，簡単かつ正確に定義ができる．即

ち，マイクロフォンは，空気中の波動である音波を受けて，それを電気信号に変換する

機器であり，その構造は 

(1)音波を受ける部分 

(2)音を電気信号に変換する部分 

(3)電気出力を取り出す部分 

の３段階に分けられる．また，その種類としては，電磁型，カーボン型，圧電型，コン

デンサ型，ダイナミック型，コンデンサ型など，数多くの例がある． 

マイクロフォンは，一般的には物理特性が決まればその性能も決まってしまうように

思われるが，そうではない面もある．マイクロフォンの物理的な特性を決める種々の要

因のうち，一番重要な特性は感度と周波数応答である．マイクロフォンの感度は，音圧

の大きさを正確に定量化する物理的な特徴であり，単位音圧の入力に対する出力電圧の

比で定義される．この感度を求める方法は，国際標準規格で定義され，標準化されてい

る(IEC61094-2，IEC61094-3，IEC61094-5)．ここで言う測定の標準とは，科学技術分野

で物の状態の量に対し，その単位または特定の量の値を定義し，顕示，保存，および再

現するための基準として使用される物理的尺度を指す．即ち，測定機器，標準物質，測

定方法，または測定システムのことであり，国家計量標準と関連する量の他の標準に対

する値を付与するための基準として，国家的に公認された測定基準のことを言う． 

精密な音響測定では，音圧測定精度を確保するために，マイクロフォンの感度レベル

を正確に校正する必要がある．音響測定分野の国際標準は，標準マイクロフォンの感度

を国際基準によって決定し，国際比較を介して測定値の同等性を確認するのみならず，

定期的に感度の値を追跡•維持している．このとき使用するマイクロフォンを，標準マ

イクロフォンと言う．国際規格によるマイクロフォンの感度校正は，音圧測定のための

精度を確立するため，感度レベルを正確に校正する必要がある．音響測定のための国際

基準に基づいて，音響測定のトレーサビリティ(traceability)と同等性を維持するため

に，実験室標準(Laboratory standard，LS)マイクロフォンの感度が使用される． 

LS マイクロフォンの感度を測定する方法として，可逆校正法が最も優れたマイクロ

フォン感度測定法として国際標準規格化されており，0.1 dB 以下の不確度水準の高い

精度を実現することができる．可逆校正法は，3 つの標準マイクロフォンを用い，その

うち 2つずつ全部で 3種類の組み合わせについて音響カプラと呼ばれる器具を用いて結
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合させ，１つは送信機(音源)，他の１つは収音受信機として使用し，送信機の入力電流

に対する受信機の出力電圧の比である電気伝達インピーダンスを測定する方法である．

その後，音響伝達インピーダンスを求めたうえで，3 種の組み合わせについて測定を繰

り返しマイクロフォンの感度を求める． 

音響分野の標準である可逆校正方法は，多くの時間と細心の注意を要するため，必要

に応じ，この方法を適用して感度を決定することは容易ではない．従って，時間的に安

定している標準器を対象に，年に一度またはそれ以上の特性を把握した後，これを対象

にサブ基準機の校正を介して標準を普及することになる．このように，標準マイクロフ

ォンが持つべき最も重要な要素の一つが音圧感度の経時安定性である．しかし，この方

法は，3 つのマイクロフォンを用いた測定法であり，単一のマイクロフォンでの測定は

不可能である．また，理想的な圧力場の条件を満たすため，マイクロフォンの間に閉じ

たボリュームを作成するために使用されるマイクロフォンペアとカプラの組み合わせが

多数回必要であり，手続きが複雑な上，測定時間が長いと言う問題点もある．更に，周

波数が低くなるにつれ，特に 20 Hz より低い帯域の不確度(uncertainty)が増加する問

題点もある．これらの問題点は音響分野の標準を広げていく上て壁となっており，一部

の先進国や会社のシステムに依存せざるを得ない傾向にある．また，音響センサの適用

周波数帯域が可聴領域から非可聴領域に拡大しているが，従来の方法は適用周波数の帯

域を拡大するのが難しいという問題点がある．したがって，従来の可逆校正方法を代替

することが可能な新たなマイクロフォン校正法の検討が必要である． 

以上を踏まえて本研究では，可聴周波数帯域だけではなく，超低周波数から可聴周波

数帯域までの広範囲・高精度校正が可能なマイクロフォン校正システムの実現を目標に

掲げた．そのために，レーザによる計測に着目した．レーザを使用して，マイクロフォ

ン振動膜の振動形態を直接計測することにより，従来方式で採用した受信機と送信機と

いったマイクロフォンペアの使用が必要なくなり，マイクロフォン単体での測定が可能

になると考えた．また，レーザ干渉計でマイクロフォンダイヤフラムの振動を測定する

ことにより，信号対雑音比を高め，適用周波数帯域の下限を可聴領域から非可聴領域ま

で広範囲に拡大できると考えた．即ち，本研究では道具と対象を分離し，その対応性を

広げることが可能なマイクロフォン校正法の確立を目指していく． 

以下に，本論文の構成を示す． 

第 1章は序論である．ここでは，本研究の背景となる標準マイクロフォンの感度校正

について概観し，標準マイクロフォンの感度校正に関する従来方式である可逆校正法の

問題点を取り上げるとともに，本研究の必要性と目的を述べる． 

第 2章では，従来の可逆校正法について詳細に述べ，従来方式における問題点が発生

する原因，その精度向上と効率化を図るために講じた一連の対策について述べる．また，

従来方式の限界と新しい手法の必要性についても述べる． 
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第 3章では，第 2章で示された既存手法の問題点を受け，新しい光学的測定方法を提

案する．具体的には，マイクロフォンの振動膜の振動を，レーザ計測法によって直接測

定する方式を提案し，マイクロフォンの振動膜の中心から測定された応答を 1回の測定

で求められる新たな手法を提案し，実験を通しその効果を検討する． 

第 4章では，第 3章における低周波領域での校正精度の問題点を取り上げ，その対策

として，空間内部の体積変化をレーザ干渉計を用いて測定し，マイクロフォンの感度を

取得するレーザピストンフォンシステムについて，新たなシステムの構成を提案し，既

存の可逆校正法の結果と比較しながら，提案方法の有効性を検討する． 

第 5 章では，前章までの検討に基づいて，可聴周波数以下の超低周波数から 20 kHz

までの広帯域にわたるマイクロフォン感度を，容易かつ高精度に測定できる方法を提案

する．第 4章で提案されたレーザ干渉計システムは，第 3章の表面振動測定へ適用する

ことが可能であり，このシステムを適用することで他に校正された振動測定機器を使わ

ずとも，マイクロフォンの感度と位相を簡単に測定できると考えられる．ここでは，提

案方法の妥当性を検証するため，計算機シミュレーションにて既存の可逆校正法と比較

し，その有効性を検討する． 

第 6章は結論であり，本論文の主要な成果と今後への展望を記す． 
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第１章 序論 
 

1.1 はじめに  
マイクロフォンは，音を電気信号に変換する装置であり，携帯電話や放送，音声録音，

映像など，現代社会のあらゆる分野に幅広く使用されている．マイクロフォンは，電磁

型，ダイナミック型，コンデンサ型など数多くの種類があり，その物理特性には，感度，

周波数応答，指向性，出力インピーダンスや最大許容入力音圧，固有雑音等々がある．

この中で一番重要な特性は，感度と周波数応答である [1]． 

マイクロフォンの感度は，音圧の大きさを正確に定量化する物理的特性であり，単位

音圧の入力に対する出力電圧の比で定義される．マイクロフォンの感度 を求める手法は，

数多くの研究者によって研究されており[2, 3]，提案された測定手法もマイクロフォン

の種類ごとに異なっている．このことから，様々な対象や環境に適用可能な，安定で高

精度な測定法の確立が必要である[4]．音響測定分野では，高精度な音圧校正を行い，

定期的に感度の値を追跡•維持したマイクロフォンを準備し，それを音圧校正の中核と

して用いる[5]．このようなマイクロフォンは標準マイクロフォンと呼ばれており，時

間的な安定性と平坦な周波数特性，更には使いやすい感度を持つことから，コンデンサ

マイクロフォンが用いられる． 

標準マイクロフォンの感度校正法として，絶対校正法の研究 [6]が行われている．ま

た，自由音場校正法[7, 8]や，拡散音場校正法[9, 10]に関する研究，校正精度を高め

るための研究も活発に行われている．マイクロフォンの感度を測定する方法として，そ

の測定精度の高さと安定性から可逆校正法が最も優れた方法と考えられ，標準マイクロ

フォン校正の国際標準として規格化されている[11, 12, 13]．しかし，可逆校正法は，

多くの時間と細心の注意を要するため，必要に応じこの方法を適用して感度を決定する

ことは容易ではない．そのため，この問題点を改善する手法の確立は極めて重要である．  

以上を踏まえて，本章では本研究の背景を確立するため論述を行う ．まず，1.2 節で

は，標準マイクロフォンであるコンデンサマイクロフォンの特性と構造について述べる

とともに，標準マイクロフォンの仕様について概観する．また，標準マイクロフォンの

校正が必要な理由について考察を行う． 

1.3 節では，マイクロフォンの校正手法に関する先行研究を概観し，標準マイクロフ

ォンの国際標準である可逆校正法について論じる． 

最後に 1.4 節では，本研究の目的を明らかにする． 
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1.2 標準マイクロフォン 
標準マイクロフォンは[11, 12, 13]，時間的に安定している標準器として，年に一度

またはそれ以上の頻度で特性を確認している．その後，これを用いて次の水準の校正を

行い，マイクロフォンの感度校正を広げて行く．したがって，標準マイクロフォンが持

つべき重要な要素は，感度特性と経時安定性である． 

これまでに，様々な種類のマイクロフォンが開発・使用されているが，時間的な安定

性の面ではコンデンサマイクロフォンが最も優れており，従来から標準マイクロフォン

として用いられている．コンデンサマイクロフォンは，精密音響計測用としても広く使

われている．本節では，標準マイクロフォンとして用いられているコンデンサマイクロ

フォンの概要，標準マイクロフォンの特性，及び標準マイクロフォンの校正の必要性に

ついて述べる． 

 

1.2.1 コンデンサマイクロフォンの特性と構造 
コンデンサマイクロフォンの等価回路図を，Fig.1-1 に示す[14]． 
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Fig. 1-1. Equivalent circuit diagram of the condenser microphone and preamplifier 
 

Fig.1-1 で，分極電圧と電荷は，次の関係式を持つ． 
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ここで，はコンデンサマイクロフォンに入力がない場合の容量である．また，コンデ

ンサマイクロフォンに負荷がない場合の開放出力電圧() は次式のようになる． 
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式(1-2)の∆()は，コンデンサマイクロフォンの容量の変化量を表している．これに

よって，出力電圧()は次のように与えられる． 
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ここでは角周波数，すなわちマイクロフォンに入射される音波の各周波数であり， =  + である．入射された音波の時間に応じた音圧の変化量∆()は，マイクロフ

ォンの容量の変化量∆()	と，次の関係式を持っている． 

 

 

( ) ( )1p t K C tD = D                       (1-4) 

 

 

ここで，は時定数である． 

したがって，マイクロフォンの感度 (入力音圧と出力電圧の比)は，次のように得ら

れる． 
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上式を簡単化し再整理すると，次式のようになる． 
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は定数である．この式から，マイクロフォンの感度が角周波数に比例して影響を受

けることが分かる．また，コンデンサマイクロフォンは，Fig.1-2 と Fig.1-3 に示すよ

うに，薄い金属振動膜(diaphragm)と固体背面板(back plate)で構成されており，その

距離は一般的に 20 ㎛(±0.8 ㎛)である．この二つの金属板が，空気層をはさんでコン

デンサ(capacitor)の電極を形成し，その静電容量(capacitance)は一般的に 2 pF 〜 

60 pF である．直流電圧(分極のためのバイアス電圧)によってコンデンサに一定の電荷

が供給され，薄い振動膜に加わる入力音圧による膜の間隔の容量変化によって，最終的

に電圧の変化が発生することになる． 

 

 

 

 
Fig.1-2. Classic design of a condenser measurement microphone 
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Fig.1-3. Cross-sectional view of different microphone types: (a) the classic type is assembled by 
screwing the parts together and (b) the new type is assembled by pressing the 
components together [14] 

 

このようなコンデンサマイクロフォンは，高い信頼性と広い周波数帯域に渡るフラッ

トな周波数特性を持ち，また，比較的高い感度と小さな内部雑音といった特性を持って

いる[14]．更に，音場への影響も比較的少ない構造で設計されているため，精密音響測

定において有効に使用可能である． 

 

1.2.2 標準マイクロフォンの仕様と特性 
コンデンサマイクロフォンで作られる標準マイクロフォンには，実験室標準

(Laboratory standard，LS)マイクロフォンと現場標準(Working standard，WS)マイク

ロフォンの 2 種類(Fig.1-4 参照)があり，その条件と仕様は IEC 規格にて規定されてい

る[11]． 

実験室標準マイクロフォンは，次のうちの少なくとも一つによって校正可能なマイク

ロフォンのことである． 

a) 表 1-1 に示す仕様に適合すること． 

b) 可逆校正法で校正可能なマイクロフォンであること． 

c) 機械的寸法とフラットな周波数特性を持つこと． 

即ち，厳しい電気音響特性を満たすことと，高感度で長時間の安定性を有するなどとい

った条件を満す必要がある． 



 

6 
 

現場標準マイクロフォンとは，次のうち少なくとも一つによって校正可能なマイクロ

フォンである． 

a）表 1-1 に示す仕様に適合すること． 

b）校正された実験室標準マイクロフォンと比較できること． 

c）IEC60942 に記載されている騒音校正に標準マイクロフォンを校正することができ

ること．また，機械的寸法および電気音響特性を満たすこと，特に，時間安定性と環境

条件に適合する必要がある．Fig.1-4 に，実験室標準マイクロフォンと現場標準マイク

ロフォンの一例を示す． 

 

 

Table 1-1. Rate parameters of microphones 

 
 

 

 
 

Fig. 1-4. Practical microphones used as laboratory standard (4160, 4180) and working standard 
(4144/45, 4133/34) microphones 
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また，マイクロフォンの直径が 1 インチ，1/2 インチと 1/4 インチが典型的であり，

国際標準(IEC61094)でもこの 3種類について規定されている[11]．この中，グリッドは

メーカーによって少し変えることができる．つまり， B＆K，GRAS および BSWA，3 社の

1/2 インチマイクロフォンはすべて同じ寸法であるが，  いずれのマイクロフォンも音圧

校正器を用いて校正可能である必要がある．表 1-2 に，B＆K マイクロフォンの代表的

な音響パラメータを示す[14]． 

 

Table 1-2. Characteristic parameters of microphones  

 

 

 

1.2.3 標準マイクロフォン校正の必要性  
標準マイクロフォンの感度は[14]，定期的に点検しなければならない．マイクロフォ

ンの感度は，刺激及び時間に応じて少しずつ変化する．即ち，Fig.1-5(b)に示したよう

に，標準マイクロフォンの感度は刺激などによって変化する．Fig.1-5 で(a)は、感度

が安定した状態に維持されたマイクロフォンの測定結果を示しており，(b)と(c）は，

衝撃や外部影響などで破損されたことを表す．縦軸は周波数を，横軸は感度を表してい

る．また，刺激などがない場合でも，感度が変更する場合がある．したがって，常にマ

イクロフォンを検査(観察)または校正する必要がある． 
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(a)  

 

 
(b)  

(次ページに続く) 
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(前ページから続く) 

  

 
(c)  

Fig. 1-5. Change in sensitivity of standard microphones: (a) steady-state (6 years calibration 
result), (b) and (c) damage by impact 

 

なお，標準マイクロフォンの感度は，国際比較を介して定期的に感度値を追跡•維持

することが大事である．即ち，時間的な安定性と平坦な周波数特性に適した感度や，標

準機として重視される高い安定性を持たなければならない．Fig.1-6 に，B＆K4160 標準

マイクロフォンを長時間 250 Hz の周波数で定期的に測定し，31.5 Hz ∼ 10 kHz まで 20

年間測定した結果を示す[14]． 
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Fig. 1-6. Long-term stability of LS microphones 
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1.3 標準マイクロフォンの感度校正法    
標準マイクロフォンは音響標準器として利用されている．可聴 周波数帯域の音圧標準

に関する研究としては，1940 年代に校正原理が確立した後，日本[15]と米国[16]など

で標準マイクロフォンの絶対校正法の規格化作業が行われていた．また，カプラ校正

[3]や自由音場校正法[7, 8]，拡散音場校正法[9, 10]等，校正精度に関する研究も活発

に行われた．その後，これらの成果を活用した感度校正法の研究のために， 1968 年に

国際電気標準会議(IEC)の技術委員会(TC29:Electroacoustics)の作業委員会(WG)におい

て，日本を含む 7 カ国による，1 インチ型マイクロフォンである WE640AA や ECL MR103，

B＆K4132 などについてラウンドロビンが実施された．その際に，各国における様々な

校正法が使用されたが，校正結果は予想以上に一致していた．特に 20 cc カプラを利用

した場合には[3]，±0.1 dB 以内の誤差で測定値が一致していることが分かった．これ

らの成果をもとに，IEC は 1979 年までに 1インチ I型マイクロフォンの校正法として 4

つの国際規格[17, 18, 19, 20]を制定した． 

標準マイクロフォンの感度校正法は，トレーサビリティや基準機に依存せず感度が決

定されるものである．標準マイクロフォンは，国家の基準機に使用され，国家校正機関

にて測定用マイクロフォンの感度を比較・チェックするために使用されている．本節で

は，研究の基になる音圧感度の絶対校正や，標準マイクロフォンの感度を測定する方法

として国際標準規格化されている可逆校正方法について述べる．   

 

1.3.1 音圧感度の絶対校正としての可逆校正法 
特定物理量に対する測定量を定量化する最初の段階で使われる一次標準では，直接関

連している物理量に対する基準物に依存しない絶対校正法を適用する必要がある．音響

の場合，単位は音圧をデシベルで表現した音圧レベルを使用しているが，それを直接定

義するのではなく，標準マイクロフォンの感度によって間接的に定義する [21, 22]．従

って，音響の一次標準は，標準マイクロフォンの感度を既知の音響センサと比較せずに

決定する絶対校正法である． 

標準マイクロフォンの絶対校正においては，音圧感度を求めるために 音響カプラ(以

下カプラと記す)と呼ばれる音響結合機を用いて音圧校正を行う．コンデンサマイクロ

フォンは，電圧を加えることによって音の発生が可能な可逆性を持っており，音源とし

て使用した場合の音源感度とマイクロフォンとして使用した場合の受音感度が等しい性

質を持つ．この性質を利用した絶対校正法が，可逆校正法である．以下にその原理を述

べる． 

まず，可逆校正法ではマイクロフォンの感度を求めるため，Fig.1-7に示したように

３個のマイクロフォンと一つのカプラが必要になる． 
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Fig. 1-7.  3 Microphone and coupler 

 

次に，Fig.1-8に示すように，2つのマイクロフォンをカプラに取り付け，一方を送信

機，他方を受信機として使用し，送信機によりカプラ内で音を発生させ受信機側でそれ

を受音する．電気音響学の可逆定理により，音響的に結合した 2つのマイクロフォンの

間で，受音機として使用するマイクロフォン振動膜面に作用する音圧と，送信機として

使用する振動膜の体積速度との比で決まる電気伝達インピーダンス (electrical 

transfer impedance)が求まれば，両マイクロフォンの音圧感度の積が得られる． 

 

  
Fig.1-8. Schematic configuration of the microphones and coupler for the reciprocity 

calibration[18] 
 

即ち，可逆校正法では，3個のマイクロフォンを用意して，3通り(M1-M2, M1-M3, M2-

M3)のマイクロフォンの組み合わせについて音圧感度の積を測定し，これから個々のマ

イクロフォンの音圧感度を算出する(詳しくは2.2節を参照)．その後，求められた3組の

電気伝達インピーダンスを利用して音圧感度を計算し，各種補正を介して最終的にマイ

クロフォンの感度を決定する．このように，可逆校正法はマイクロフォンの間に閉じた

ボリュームを作成するために使用されるマイクロフォンペアとカプラの組み合わせが必

要であり，手続きが複雑，測定時間が長い問題点がある．また，周波数が低くなるにつ

れ，特に20 Hzより低い帯域の不確度が増加する問題点や，適用周波数の帯域を可聴閾

まで拡大するのが難しい問題点もある． 
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1.3.2 レーザピストンフォンシステム 
低周波数帯域での低い信号対雑音比問題を克服するために，レーザ ピストンフォンシ

ステムが提案されている[23]．この手法の基本的な概念は，信号対雑音比を高めるため

に音源をマイクロフォンで動くピストンフォンに変えることである．即ち，ピストンの

動きをレーザ干渉計で測定して，相対的な方法で変位を測る手法である．このシステム

は，以前イギリス国立物理学研究所(National Physical Laboratory)にて実施され，国

際比較にも参加されたものである[24, 25]． 

その後，いくつかの国の計測機関で同様の光学測定システムの開発を 行っている[26]．

これらのシステムの多くは，一般的にフリンジの計算方法に基づい たホモダイン干渉計

を使用することで，振動や衝撃コンバータの 1次補正にも適用されている[27]．しかし，

運動の方向を得ることができないため，補正された装置の位相応答を決定し算出するこ

とができない問題点がある． 
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1.4 本研究の目的 
前述のように，精密な音響測定では，音圧測定精度を確保するためにマイクロフォン

の感度レベルを正確に校正する必要がある．音響測定のトレーサビリティと同等性を維

持するために[27, 28]，前節までに示した最も優れているとされている可逆校正法を用

いて実験室標準マイクロフォン(LS マイクロフォン)の感度が定められる． 

しかし，前節までの検討から明らかなように，この可逆校正法は，次のような問題点

を持っている． 

(1) 一つのマイクロフォンで測定することが不可能である．  

(2) 測定の手続きが複雑である． 

(3) 測定時間が長い． 

(4) 20 Hz より低い周波数帯域の測定が不可能である． 

また，適用周波数帯域が可聴領域から非可聴領域に拡大しているが，従来法 では適用

周波数帯域を拡大するのが難しい問題もある．これらの問題点は，音響分野の標準補給

の大きな壁となっている．従って，従来の可逆校正法を代替することが可能な，新たな

測定方法の検討が極めて重要であると考えられる． 

そこで本研究では，まず，先に述べた(1)～(3)までの問題点を解決するために，レー

ザ振動計を用いた，ダイヤフラム振動測定に基づくマイクロフォンの感度を測定する方

法を提案する．レーザ測定によるマイクロフォン感度の校正については，数値解析モデ

ルとの合成によるハイブリッド方法が提案されている [24]．しかし，この方法は自由音

場と拡散音場間の感度を補正するための係数を求めることを目的としており，この測定

だけで感度を導出する方法は提案されていない．ダイヤフラムの表面振動測定によって

感度を導くことができれば，1 個のマイクロフォンで感度を決定することが可能となる．

また，表面振動は音信号に比べて SN 比が高く，カプラ等を用いらなくても再現性が高

い測定ができると期待できる． 

次に，(4)に取りあげた問題点を解決するために，レーザ干渉計を用いて低周波数領

域におけるマイクロフォンの感度を求める方法を提案する．低周波数帯域における低信

号対雑音比問題を克服するために，光学測定システムが開発されている ．これらのシス

テムの多くは，フリンジの計算方法に基づいてホモダイン干渉計を使用することで ，振

動や衝撃コンバータの 1次補正を適用している．しかし，この手法は運動方向が取得で

きておらず，補正されている装置の位相応答を決定・算出することができない という問

題点がある．これらの欠点を明らかにするため，正弦波近似法基盤レーザ干渉計を用い

た低周波数領域のマイクロフォンの感度を求める方法について検討する．  

現行の音響標準法である可逆校正法は，測定対象と道具が同様で他の基準物に依存せ

ずに絶対校正が可能となるという面では意味を持つと言える．しかし，測定においては
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決められた基準器から始めなければならない事から，拡張性の面を含め制限が多い問題

点がある．そこで，提案手法を拡張し，可聴周波数帯域だけではなく，低周波数から高

周波数までの広範囲にわたり標準マイクロフォンの高精度校正が可能なシステム につい

て，その可能性も含め検討する． 

Fig.1-8 に，本論文の流れ及び本論文の章構成を示す．第 1 章は本章であり，序論 

として本研究の背景となる標準マイクロフォンの感度校正について概観し，本研究の必

要性と目的を述べてきた． 

第 2章では，従来の可逆校正法について詳細に述べ，従来方式における問題点が発生

する原因と，その精度向上と効率化を図るために講じた対策について述べる．また，従

来方式の限界と新しい手法の必要性について述べる．  

第 3章では，第 2章で示された既存手法の問題点を克服するための手段として，マイ

クロフォン振動膜の振動をレーザ計測法によって直接測定する 新しい光学的測定方法を

提案する．ここでは，マイクロフォン振動膜の中心から測定された応答を 1回の測定で

求め，実験を通しその効果を検討する．実際の標準マイクロフォンの振動 膜の境界条件

は理想的な条件ではなく，理論式の応答と完全には一致しないため，理論式で求められ

た数値と実システムでの偏差，および実測モデルの必要性についても検討する必要があ

る．そこで，体積速度平均モデルを用いた感度測定を目指し，振動膜中心の表面速度と

振動膜表面振動による音響体積速度との関係を検討する．この関係に基づいて，表面速

度分布を測定し経験的モデルを構築する． 

第 4章では，第 3章における低周波領域での校正精度の問題点を取り上げ，その対策

として，空間内部の体積変化をレーザ干渉計を用いて測定し，マイクロフォンの感 度を

取得するレーザピストンフォンシステムについて新たなシステム構成を提案し，既存の

可逆校正法の結果と比較しながら提案方法の有効性を検討する．  

第 5章では，第 3章と第 4章の検討に基づき，広帯域での標準マイクロフォン感度を

高精度に測定できる方法を提案する．これにより，他に校正された振動測定機器を使わ

ずとも，マイクロフォンの感度と位相を広周波数帯域にわたり簡単に測定できると考え

られる．ここでは，提案方法の妥当性について，計算機シミュレーションにより既存の

可逆校正法と比較し，その有効性を検討する．第 6章は，総合的な結論である． 
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Fig. 1-8. The layout of the thesis 
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第２章 標準マイクロフォンの感度決定に

関する従来の方式とその問題点 

 
2.1 はじめに  
序論で論じたように，現在，標準マイクロフォンの感度決定に最も使われている可逆

校正法は 3 つの標準マイクロフォンを使用している．そのうち，2 つのマイクロフォン

に対して，異なる組み合わせであるカプラによって結合させ，1 つは送信機とし，もう

1 つは収音受信機として使用している．即ち，送信機の役割として使用するマイクロフ

ォンの入力電流に対する受信機側マイクロフォンの出力電圧の比 (電気伝達インピーダ

ンス)を測定する． 

しかし，この方法は，3 つのマイクロフォンを用いて測定し，理想的な圧力場の条件

を満たすために必要なマイクロフォン間に，閉じたボリュームを作成する目的で使用さ

れるマイクロフォンペアとカプラの組み合わせが多くなってしまう．そのため，測定手

続きが複雑で測定時間が長いという問題点がある．また, 周波数が減少するにつれ，特

に 20 Hz より低い帯域の不確度のレベルが増加する問題点もある．  

本章では, 従来の標準マイクロフォンの感度校正である可逆校正法を概観し，この手

法が持っている問題点及びそれが発生する原因について述べる ．その上，本研究の考え

方を論じ，既存の方法の精度向上と効率化について講じた対策を述べる． 

まず, 2.2 節では，可逆校正法の理論的な背景を概観し，感度校正法を説明する．こ

れを踏まえ，既存の可逆校正法の問題点を述べた後，本研究に導入する概念を論じ本章

の位置付けを行う． 

2.3 節では, 既存の可逆校正法で求めている音響伝達関数の代わりに，音響系の伝達

関数を求める手法として広く用いられている時間引き延ばしパルスを導入し，全周

波数帯域の測定を一気に行う手法について検討する． 

最後に 2.4 節は，本章のまとめとする．  
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2.2 可逆校正法による標準マイクロフォンの感度決定方

法 

 

2.2.1 可逆校正法の理論的背景  

序論で論じたように，マイクロフォンの音圧感度の絶対校正では，Fig.2-1のように，

3つのマイクロフォンを用いて測定を行い，そのうち2つのマイクロフォンをカプラ(結

合器)で結合した後，一つは送信機，他の一つは受信機として使用している．一つの送

信側マイクロフォンに電流を入力し，片方のマイクロフォンの出力電圧を測定し，結合

器内の音響伝達インピーダンスを計ることで，マイクロフォンの感度を求める[18]． 

 

 
Fig. 2-1. Schematic configuration of the microphones and coupler for the reciprocity calibration 

 
この図で， : 送信機マイクロフォンに供給される電流 : 受信マイクロフォンのによって誘導された開回路電圧の出力  .: nth

マイクロフォンの圧力感度 

を表している． 

図に示したように，3 つのマイクロフォンのうち２つのマイクロフォンをカプラの両

端に装着し，一つを送信，他を受信にして，次式のように電気伝達インピーダンス

(electrical transfer impedance)を測定する[18]． 
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,12 2 1/eZ U i=                         (2-1) 

 

 

ここで，i1 は入力電流，U2 は出力電圧である．測定された電気伝達インピーダンスとマ

イクロフォンの感度 Mp,nは，次のような関係を持つ． 

 

 

,1 2 ,12
,12

1
p p e

a

M M Z
Z

=                         (2-2) 

 

 

Za,12は両マイクロフォン間の音響伝達インピーダンスであり，次のように求められる． 

 

 

,1 ,2

,12 , ,1 ,2 , ,

1 1 1 1 e e

a a v a a S r S r r S r

V VVj
Z Z Z Z P P P

w
k k k
æ ö

= + + = + +ç ÷
è ø

        (2-3) 

 

 

式 2-3 の Za,v は，カプラ内での音響伝達インピーダンス，Za,1と Za,2は，各マイクロフ

ォンの前面体積(frontal cavity volume)による音響伝達インピーダンスを意味する．

また，κ は測定条件での比熱比，Ps は大気圧, V はカプラの内積，Ve,1 と Ve,2 は各マイ

クロフォンの前面の等価体積，PS,rと κrは基準条件での大気圧や比熱比である． 

上の測定過程を 3つのマイクロフォンの全ての組み合わせに対し交互で測定し，電気

伝達インピーダンスと音響伝達インピーダンスが求まれば, 次式を用い感度を得ること

ができる． 

 

 

,12 ,31 ,23
,1

,23 ,12 ,31

e e a
p

e a a

Z Z Z
M

Z Z Z
é ù

= ê ú
ê úë û

                    (2-4) 

 

この関係式は，カプラの寸法が波長よりも充分に小さいと仮定しているため，高周波範

囲にマイクロフォン振動板のような直径を有する円筒形カプラ内部の音響伝達インピー

ダンスは，伝送線路理論に基づいて次のように推定することができる． 
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,0 ,0 ,0 ,0
0 0'

,12 ,0 ,1 ,2 ,1 ,2

1 1 cosh 1 sinha a a a

a a a a a a

Z Z Z Z
l l

Z Z Z Z Z Z
g g

é ùæ ö æ ö
= + + +ê úç ÷ ç ÷ç ÷ ç ÷ê úè ø è øë û         

(2-5) 

 

 

ここで，Za,0 は平面波カプラの音響インピーダンスであり，l0 はカプラの長さ，γ は

複素伝搬係数である．また，熱伝導および毛細管補正の考慮も必要となる．したがって，

マイクロフォン感度の最終式は, 次式のように与えられる． 

 

 
1/ 2''

,12 ,31 ,23 ,12 ,31
,1 '' ''

,23 ,12 ,31 ,23

e e a C C
p

e a a C

Z Z Z
M

Z Z Z
é ùD D

= ê ú
Dê úë û             

(2-6) 

 

 

ここで
''
,a xyZ は，音響伝達インピーダンス， ,C xyD は毛細管の補正係数である．さらに，

高周波の範囲では放射状波動を無視できない，本論文では，提案する方法の妥当性を検

証するために，可逆校正による結果を参考値として使用していく．  

 

 

2.2.2 感度校正方法 

可逆校正法でマイクロフォンを校正するためのシステムとブロック図を ，Fig.2-2 に

示す．この図で(a)は，カプラによってマイクロフォンを結合した装置を，図(b)は，測

定システムで使用する計測器らを，図(c)はシステムブック図を表してしる．この装置

は，可逆校正システムの雑音を除去するための帯域通過フィルタ (B＆K1617)，受信マイ

クロフォン出力端子の電圧を測定するための電圧計 (Wavetek1281)，および各種制御機

能と挿入電圧法(insert voltage technique)による開回路電圧(open circuit voltage)

を測定するための可逆校正装置 (B＆K5998)で構成されている．これらはすべて

GPIB(general purpose interface bus)に接続され，パーソナルコンピュータを利用し

て順番に測定を行う．また，測定された資料を収集して感度の計算と補正に必要な計算

を自動的に処理するようになっている． 
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(a)                                                                       (b)  

 

 
(c) 

Fig. 2-2. Example of a microphone reciprocity calibration system (B&K9699): (a) photograph of 
the entire measurement system, (b) close-up view of the microphone part and (c) 
schematic block diagram of the measurement system 

 

音響分野で国際標準機関同士間の同等性を確認するため，国際比較は基本的に可逆校

正法を採用し，1999 年からスタートして，CCAUV.A-K1 から 5 回進行されて行われた．

CCAUV.A-K1 は 1 インチマイクロフォンに対して 63 Hz ∼ 8 kHz 範囲で実行されており，

Fig.2-3 は最終算出された基準値に対し，各機関別測定結果の差を比較した結果を示し

ている．また, Fig.2-4 は主な周波数(250 Hz,1 kHz)での不確度を示している．この結
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果を見ると，各機関別基準値対比偏差はほとんど 0.05 dB 以内の水準となっており，拡

張不確度も 0.05 dB 以内の比較的低い水準を示していることが分かる． 

しかし，2 ∼ 250 Hz 帯域で遂行された CCAUV. A-K2 では，このような偏差と不確度

が大きく増加した．Fig.2-5 は基準値に対する機関別偏差，Fig.2-6 は 10 Hz での機関

別拡張不確度を示している．結果から見れば，基本的に低周波数の帯域へ行くほど偏差

が急激に増えており，不確度も 2倍以上増加していることが分かる． 

このように，従来の可逆較正方法は，マイクロフォンの共振周波数以下の可聴周波数

帯域では非常に正確で安定的な結果が得られるが，低周波数の帯域に下がる場合，限界

があることが分かる． 

 

 

 
Fig. 2-3. Deviation of sensitivity measurement results from different participating NMIs 

(CCAUV.A-K1, country names omitted) [25] 
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(a) 
 

 

   (b) 
Fig. 2-4. Measurement uncertainties from different participating NMIs at two frequencies 

(CCAUV.A-K1, country names omitted): (a) 250 Hz and (b) 1 kHz [25] 
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Fig. 2-5. Measurement uncertainties from different participating NMIs (CCAUV.A-K2, country 
names omitted) [26] 

 

 

 

Fig. 2-6. Measurement uncertainties from different participating NMIs (10Hz, CAUV.A-K2, 
country names omitted) [26] 
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2.2.3 従来の可逆校正法の問題点 

前節で述べたように，既存の可逆校正方法は高い精度を持つ感度校正であり，音響測

定のための国際基準にて使用されている．この方法は，LSマイクロフォンの感度を測定

する方法として，相反性に基づいて0.1 dB以下の不確度水準の高い精度を実現すること

ができた[15]．可逆校正法は，3つの標準マイクロフォンを用い，そのうちの2つを異な

る組み合わせであるカプラによって結合し，１つは音源，他の1つは収音受信機として

使用し，送信機の入力電流に対する受信機の出力電圧の比である電気伝達インピーダン

スを測定する方法である．音響伝達インピーダンスが求められた上，3つの組み合わせ

で測定を繰り返すことでマイクロフォンの感度を求めている． 

この方法は，3 つのマイクロフォンを用いて測定しているため，まず，以下に示す一

番目の問題点が生じる． 

(1)単一のマイクロフォンで測定を行うことが不可能である． 

また，理想的な圧力場の条件を満たすため，マイクロフォンの間に閉空間を形成するた

めに使用されるマイクロフォンペアとカプラの組み合わせが多数必要であるため ，二番

目の問題点が発生する． 

(2)手続きが複雑である． 

また，測定の際に，入力信号に 1/3 オクターブバンドことに何回繰り返して測定し，得

られた値の平均を取って使用するとともに３組を反復するため ，三番目の問題点が生じ

てしまう． 

(3)測定時間が長い． 

また，前節で述べたよう，測定するとき周波数が低くなるのにつれ，不確度が増加して

しまう．その原因は，マイクロフォン自体が音源の役割を担うためであり，更に，低周

波数での信号対雑音比が減少するため，4つ目の問題点が生じる． 

(4)低周波数，特に 20 Hz 以下の測定が不可能になる． 

以上のように，可逆校正法は測定に多くの時間と細心の注意を要するため，必要に応

じこの方法を適用して感度を決定することは容易ではない．具体的には，可逆校正法を

用いて校正したときの測定時間は 1 回で約 20 時間近くかかるうえ，2 ∼ 10 Hz 付近で

の信号対雑音比は約 40 dB 程度で，1 kHz 付近における 85 ∼ 90 dB より大幅に小さい．

20 Hz 以下の精度低下は測定の大きい壁となっており，一部の先進国や会社のシステム

に測定を依存する原因となっている．また，音響センサの適用周波数帯域が可聴領域か

ら非可聴領域に拡大しているが，従来の方法は 20 Hz 以下に適用周波数帯域を拡大する

のが難しい現状である． 
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2.2.4 本研究の基本的な考え方 

 そこて，本研究では，特に前で論じた 4 つの問題に着目し，それらを改善する手法

を研究する． 

(A) 可逆校正法の伝達関数を用いた定式化による測定時間の短縮 

既存の可逆校正法が持っている問題点の中，(3)測定時間が長いという問題点が発生

する原因は，音響伝達関数を求めるときに 1/3 オクターブバンドことに繰り返し測定す

る必要があるためであった．音響系の伝達関数を求める手法として，時間引き延ばし

パルスという広く用いられている方法がある[29, 30]．この方法は，全周波数帯域

の測定を一気に行うことにより時間短縮が図られ，音響伝達関数を迅速に測定できると

考えられる．そこで，この信号を可逆校正法の伝達関数を測定するときに用いることで

測定時間が短縮できると判断し，その可能性を検討した． 

(B) レーザドップラ振動計の導入 

次に，可逆校正法が持っている問題点の中，特に，(1)単一のマイクロフォンでの測

定が不可能，(2)手続きが複雑である，という 2 点を克服するため，レーザドップラ振

動計[31]を導入することを検討する． 

レーザドップラ振動計は自由音場と拡散音場の感度の補正係数を得るために適用さ れ

たものであり，マイクロフォン感度の正確な数値を得るためのものではない ．例えば，

振動膜の振動測定による感度の測定が可能であれば，一つのマイクロフォンにてマイク

ロフォンの感度を決定することも可能となり，測定手続きの簡素化につながる. 更に，

表面振動の信号対雑音比がマイクロフォンの振動膜の振動から誘導された音響の信号対

雑音比よりもかなり高いため，カプラの使用も必要としないものと予想できる． 

以上を踏まえ，本研究では表面振動を測定して標準マイクロフォンの感度を決定する

過程を提供し，振動膜中心の表面速度と振動膜表面振動による音響体積速度との関係を

検討する． 

(C) レーザ干渉計の導入 

最後に，先述した既存方法の問題点の中，特に，(4)低周波数帯域での低い信号対雑

音比問題を解決するために，レーザ干渉計[23, 24, 25]を用いる手法について検討する. 

また，この手法を拡張し，可聴周波数帯域だけではなく，低周波数から高周波数までの

広範囲にわたり標準マイクロフォンの高精度校正が可能なシステムについて検討する ． 

レーザ干渉計システムの多くは，一般的にフリンジの計算方法に基づいてホモダイン干

渉計を使用することで, 振動や衝撃コンバータの 1次補正に適用されている．しかし，

この手法は運動の方向が取得できないため，補正されている装置の位相応答を決定・算
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出することができない. これらの欠点を明らかにするため，正弦波近似法基盤レーザ干

渉計を用いた低周波数領域のマイクロフォンの感度を求める方法について検討する． 

 

2.3 伝達関数測定による可逆校正法の効率化 
2.2 節で論じたように，標準マイクロフォンの感度決定に使われている可逆校正法は ，

三つのマイクロフォンを用い，2 つの異なる組み合わせであるカプラによって結合させ，

音響伝達関数を測定した後，これを用いてマイクロフォンの感度を導いている．この

とき，入力信号に１/3 オクターブバンドことの周波数をマイクロフォンに入力させ，

出力される信号の平均値を測定している．このような方法は外部雑音に頑健であるが，

数多くの周波数に対し長時間にわたる反復測定が必要となる. 従って，精密な測定が可

能で測定時間を短縮する方法について検討することが必要になる ． 

そこで，全周波数帯域の測定をいっぺんに行うことにより時間短縮をはかるため，伝

達関数の考え方を導入する. そのため，インパルス応答を迅速かつ高精度に測定できる

時間引き延ばしパルス(Time Stretched Pulse, 以下 TSP と呼ぶ.)を用い，かつ，可逆

校正法の伝達関数を用いて定式化する[30]． 

 

2.3.1 伝達関数を用いた可逆校正法の定式化  

従来の可逆校正法は 1/3 オクターブバンドことに測定するため，音響伝達関数を求め

るとき，測定時間が長くなる欠点があった．測定する広帯域をいっぺんに測れば，音響

伝達関数を迅速に測定できると期待できる. そこで本節では，音響伝達関数を用いた可

逆校正法の定式化を行う． 

可逆校正法では標準マイクロフォンの感度を決定するとき，3 つのマイクロフォンの

全ての組み合わせに対し交互に測定し，電気伝達インピーダンスと音響伝達インピーダ

ンスを求まれば，次式を用い感度を得ることができる[18]． 
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                       (2-7) 

 

 

この関係式は，熱伝導および毛細管補正を推定の過程で考慮すべきである. 従って，

マイクロフォン感度の最終式は，次式のように与えられる． 
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ここで
''
,a xyZ ( )w は音響伝達インピーダンス， ,C xyD は毛細管の補正係数である． 

従来法では，式(2-7)の伝達関数を測定するために，１/3 オクターブバンドの純音

を用いて測定する周波数ビンの数に伴って測定時間が長くなる問題 点があった．その一

方，TSP を用いることで全周波数帯域の音響伝達関数を一気に測定することが可能であ

る． 

以下に，TSP 信号を用いて式(2-8)の伝達関数を測定する手順を述べる．最初に，

Fig.2-7 のように測定システムを構築する． PC では D/A から TSP 信号を再生し，また，

マイクロフォンペアを通じて戻ってくる信号を録音する．録音された信号に逆 TSP 信号

を畳み込むと経路のインパル応答となり，また，インパルス応答を周波数領域に変換す

ると伝達関数()が得られる．	には，式(2-8)のマイクロフォンペアの特性以外にも

D/A，A/D，アンプ 1, 2 の特性が含まれている．そこで，以下の Fig.2-7 のように D/A

と A/D のみを通じた経路の伝達関数()を測定し，式(2-8)のようにからを逆フィ

ルタリングすることで取りぬけ処理を行う．一方，現在の実験装置ではアンプ 1と 2を

つなげることができないため，それらの特性は取りぬける方法がない．そして，次式の

ように本研究で用いたアンプがほぼフラットな特性を持つものであるため，アンプ 1, 

2 の特性が内在する影響は無視できると考えられる． 

 

 

1 1 2 1 2M C M S S» -                            (2-9) 
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Fig. 2-7. Measurement of transfer functions  

 

2.3.2 時間引き延ばしパルスの利用と設計 

音響系が線形時不変であるならば，その系への任意の入力信号に対する応答は，入力

信号と系のインパルス応答(Impulse Response)との畳み込み演算によって計算するこ

とができる．しかし，音響系の伝達関数は一般に，ダイナミックレンジが広くインパル

ス応答が長いという特徴をもっている．また，音響系の伝達関数を測定する場にはかな

りの暗騒音が存在することが多い．このため，持続時間の短い矩形パルスのようなクレ

ストファクタの大きな信号を用いて伝達関数の測定を行うと，伝達関数の谷の部分で十

分な信号対雑音比をとるためには同期加算回数が非現実的な大きさになってしまう．短

時間に安定したインパルス応答を測定する方法として，Aoshima により TSP が提案

されている[30]．これはインパルスの位相を周波数の２乗に比例して変化させることに

より, 時間軸を引き伸ばした信号である． 

ある周波数までのスイープを行ったアナログのチャープ信号には, 周波数変調の側波

帯のために周波数を超える周波数成分を含むことになる．よってしっぽとくちばしは，

周波数 0 と fs/2 の外側に広がった側波帯が折り返され，この折り返しも含めて周波

数スペクトルを平坦 にしたことによるものと考えられる．できる限り側波帯を小さく

抑えることにより，このようなしっぽやくちばしを小さくできると考えられる. これ

を踏まえ式(2-10)を見ると， k の値にかかわらず H(N/2)を常に実数と置いているため

位相の不連続が生じていることが分かる．これは，チャープ信号を作るための変調波

が不連続であることを意味する．このため，変調波は高い周波数成分を含むことにな

り，fs/2 を超える部分に大きな側波帯が生じることになる．したがって，H(N/2)を実

数ではなく，自動的に実数になるよう k を設定すればよい．そこで，新しい整数のパ

ラメータ m を導入し， 

 

 

( )2/ 2k N mp=                          (2-10) 
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にして置く．これにより前述のような不連続を取り除くことが可能となる．式(2-10)により k 

は 

 

 

( )k mp 2= / N / 2                        (2-11) 

 

 

となる．この式(2-11)を式(2-10)に代入し，次式で定義される ATSP を提案した[30].  

 

 

       
( ) ( )2 2

0 ( 4 / ) 0 n N / 2H n a exp j m np= N £ £  

( ) ( ) ( )*     / 2 1H n H n n= N - N + £ < N           (2-12) 

 

 

この式を逆離散フーリエ変換(inverse discrete fast Fourier transformation , IDFT)すれば，実際に時間

関数の TSP 信号が得られる．上の式でｍは TSP の幅を決める整数のパラメータであり，

この値が大きければ TSP の幅が広くなる．ｍ=N/2 のとき直流成分に対応する部分と

fs/2 に対応する部分がちょうど重なるので，通常ｍは N/2 より小さくとることになる．

このような TSP は最適化 Aoshima’s TSP(Aoshima’s Time Stretched Pulse, OATSP)

と呼ばれ，音響系のような長いインパルス応答を持つシステムの高精度計測に広く用い

られている． 

この OATSP をある測定系に加え， その応答を次式で定義される H(n)の逆関数 H-1(n)

を IDFT したものと畳み込めば，時間引き伸ばしが逆に圧縮されて被測定系のインパル

ス応答が求められる. OATSP の逆フィルタ H-1(n)は，次式で与えられる． 

 

 

( ) ( )1 2 2
0 ( 4 / ) 0 n N / 2H n a exp j m np- = - N £ £  

( ) ( ) ( )1 *
01/ * / 2 1H n a H n N n- = N - + £ < N          (2-13) 
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上記の実験準備から TSP で可逆校正用マイクロフォンを駆動させ, その応答と時間軸

を反転させ, 駆動信号との回線によってインパルス応答を求めればよい． 

 

 

2.3.3 時間引き延ばしパルスを用いた可逆校正法による測定 

OATSP 信号を用い，可逆校正用マイクロフォンの音響伝達関数を測定する実験を行う．

実験のため，構成された測定システムを Fig. 2-8 に示す．図中の PC は Microsoft 

Window パーソナルコンピュータを登載した実験コントロール用 PC を，D/A と A/D は M-

AUDIO ProFire 610 を利用する．また，実測実験に使用する AMP 1, AMP 2, MIC 1, MIC 

2, カプラは，KRISS(韓国標準研究院)にある装置を利用した. AMP 1 は MIC 1 に入力さ

れる信号を増幅するアンプであり，AMP 2 は MIC 2 により出力される信号を増幅するも

のである. また，MIC 1 と MIC 2 はカプラで結合されている．OATSP 信号の再生及び録

音信号処理は MATLAB を利用し，サンプリング周波数は 48 kHz である． 

測定実験の手順は以下の通りである．まず，PC 上で D / A のチャネル 1 に OATSP 信

号を出力する．この信号は，AMP 1 を介して増幅され，カプラに接続されたマイクロフ

ォンを経て AMP 2 で再増幅された後，A / D を介して PC に入力される．この過程を経

て得られた OATSP 信号には測定システムの音響伝達関数特性が含まれており，この信号

に逆 OATSP 信号を畳み込み演算することにより測定システムのインパルス応答 が得られ

る．測定された信号の時間同期を合わせるため，D / A と A / D のチャンネル 2 を直接

接続させ，OATSP 信号をチャンネル 1 だけでなくチャネル 2 で同時に出力して測定する． 

 

 
Fig. 2-8. Block diagram of the transfer function measurement system 

 

 

2.3.4 実験および考察 

実験は三つの方法で行っている． 
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実験１ 

ここでは，同期加算回数による周波数振幅特性の影響を調べる．この実験条件と実験

方法は次の通りである． 

実験条件 

- OATSP 信号の長さを 216(=65,536)に固定する．  

- 同期加算回数を 200 回まで行う．  

-サンプリング周波数は 48 kHz に設定する．  

実験方法  

- OATSP 信号を 202 回再生し, 最初と最後を除く 200 回分のデータを収録する． 

- 200 回分のデータを用いて同期加算回数を変えその結果を比べる． 

- データの最初から 100 回分までのデータで計算した結果と，200 回分までのデータ

全部で計算した結果を比べる． 

実験１の実験結果を，Fig.2-9 に表す． 

 

 
Fig. 2-9. Comparison of frequency amplitude characteristics depending on the number of 

synchronous additions. 
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Fig.2-9 の横軸は周波数，縦軸は相対的な振幅特性を示す．比較のため，両方の方法

による 1 kHz の振幅値が等しくなるように，結果を全周波数帯域で同じように増加した．

点線が従来の方法，実線が OATSP による結果を表している．この図を見ると，同期加算

回数を増加することにより，低周波数特性の差がだんだん小さくなることが分かる．即

ち，同期加算回数を増やすことで，より正確に低周波数領域の特性を測定するできるこ

とを分かる．ただし，5 kHz 以上で見られる周波数特性の大きな差が生じた理由は不明

である． 

Fig.2-9 の従来法の結果と，OATSP 法の結果との引き算を Fig.2-10 に示す．また, 同

期加算回数を増やしながら伝達関数を求めった結果を Fig.2-11 に示す． 

 

 
Fig. 2-10. Difference between the results of the conventional method and the OATSP method. 

(Conventional-OATSP) 
 

 



 

34 
 

 
Fig. 2-11. Difference between the results of the conventional method and the OATSP method 
 

実験 2 

実験 2 では, OATSP 信号の長さによる影響を調べることを目的とする．実験条件と実

験方法は，次の通りである． 

実験条件 

  -OATSP 信号の長さを 217(=131,072), 218(=262,144)に変えて測定を行う．  

  -同期加算回数を 100 回まで行う．  

  -サンプリング周波数は実験１と同様である．  

実験方法  

  -実験 1と同様  

実験２の結果を Fig. 2-12．に示す． 
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Fig.2-12. Difference between Conventional method and OATSP, when the length of OATSP 

signal is 217 (= 131,072). 
 

 
Fig. 2-13. Difference between Conventional method and OATSP, when the length of OATSP 

signal is 218 (= 262,072). 
 

この図で，横軸は同期加算回数を，縦軸は相対的な振幅特性の差を示している．この

図をみると，実験 1で同期加算回数による明らかな改善は回数が約 150 回以上の場合で

あったが，実験１の結果のような明らかな改善は見られでいない．また，実験 1では同

期加算回数を 200 回まで増やしたが，実験装置のメモリ不足のため，実験 2では 100 回

以下にした．そのため，実験 2では明らかな改善を見るための最大同期加算回数が足り

なかった可能性がある． 
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実験 3 

実験 3 では，マイクロフォンペアの伝達関数の測定を OATSP 信号を用いて行う際に, 

サンプリング周波数の変化による低周波数領域における測定特性の改善を確かめる． そ

の実験条件と実験方法は次の通りである． 

実験条件  

-OATSP 信号の長さは 216(=65,536)に固定する．  

-同期加算回数を 30回に固定する．  

-サンプリング周波数を 48 kHz,16 kHz,8 kHz に変えて測定を行う．  

実験方法  

実験 1と同様である．  

実験 3の実験結果を Fig.2-14 に示す． 

 

 

 

 
(a) Sampling frequency 48 kHz 

 
 

 

 

 

 

(次ページに続く) 
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(前ページから続く) 

 
(b) Sampling frequency 16 kHz. 

 

 
(c)  Sampling frequency 8 kHz. 

 

Fig. 2-14. Deviation (OATSP method-existing method) from the existing method for different 
sampling frequencies: (a) 48 kHz, (b) 16 kHz and (c) 8 kHz 
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この図で，横軸は周波数を，縦軸は従来方式と OATSP の差を表す．この図を見ると，

サンプリング周波数の変化による低周波数領域における測定特性の改善は見られない．

また，実験 2の考察で述べたように，低周波数領域における測定特性の改善を見るため

の最大同期加算回数が足りなかった可能性がある．ここで同期加算回数を 30 回に固定

した理由は，サンプリング周波数を小さくするほど測定時間が長くなるためであ った． 

従来法では, 純音を用いて周波数特性を測定するため, 測定する周波数ビンの数に伴

って測定時間が長くなる．一方, 時間引き伸ばしパルスを用いることで全周波数帯域の

特性を一気に測定することが可能である．しかし，本節で行った予備実験の結果から，

低周波数領域における精度の劣化問題や最適化のための問題等，多様な検討課題がある

と考えられる． 

 

2.4 まとめ 
本章では，まず，既存の可逆校正法を概観し，その方法が持っている問題について明

らかにした．その上，既存の可逆校正方法が持っている大きな四つの問題点，(1)単一

のマイクロフォンで測定することが不可能である，(2)手続きが複雑である，(3)測定時

間が長い，(4)低周波数領域，特に 20 Hz 以下の測定が不可能である，等のことについ

て述べた． 

これらの問題点を改選する手法として，可逆校正法を伝達関数の形で定式化し，広い

周波数帯域の測定をまとめて行うことにより迅速に測定し，測定時間が長いという問題

点を解決できると考えた．また，単一のマイクロフォンで測定不可能である問題点，及

び，測定手続きが複雑である問題点を克服するために，レーザドップラ振動計を導入す

ることを検討した．更に，問題点の中，特に低周波数帯域での低信号対雑音比の問題点

を解決するために，レーザ干渉計を用いる手法について検討した．最後に，この手法を

拡張し，可聴周波数帯域だけではなく低周波数から高周波数までの広範囲にわたり標準

マイクロフォンの高精度校正が可能な方法について検討した． 

本章ではさらに，可逆校正法の伝達関数を用いた定式化に基づく測定を，時間引き延

ばしパルスを利用して可逆校正法の音響伝達関数を求めることにより，測定時間の短縮

を図るための実験を実施した．その結果，時間引き延ばしパルスを用いて測定時間を大

幅に短縮できることを確認した．また, 同期加算回数を増加させることにより，低周波

数特性の誤差が小さくなることが分かった．しかしながら，5 kHz 以上では既存方法と

の周波数特性の差が生じた．その改善策として，信号長を変化させて測定を行ったが, 

明らかな改善は見られなかった．即ち，サンプリング周波数の変化による低周波数領域

における測定特性の改善は見られなかった．ここで行った予備実験の結果から，低周波

数領域における精度の劣化問題や，最適化のための多様な検討課題が残されていると考

えられる． 
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第 3 章 マイクロフォン振動膜の振動測定

によるマイクロフォン感度決定法の提案 

 
3.1 はじめに  
可逆校正法では，二つのマイクロフォンをカプラによって結合し，一つは送信機，他

の一つは受信機として使用し，送信機の入力電流に対する受信機の出力開回路電圧の比

である電気伝達インピーダンスを測定する．また，システムの音響伝達インピーダンス

を求め，3 つのマイクロフォンそれぞれの圧力感度を定める．しかしながら，第 2 章で

記述したように，測定手続きと拡張性の面で幾つかの問題点がある． 

そこで，本章では，従来の可逆校正法の問題点として取り上げる測定手続きが複雑で

長時間を要する点と，マイクロフォン 1個での測定が不可能である問題点を克服する方

法として，マイクロフォン表面の振動膜測定に基づく測定法を提案する．マイクロフォ

ンの振動膜は非常に薄くて繊細であるため，その振動を測定するためには非接触方法

[32, 33]が有効と考えられる．そこでレーザドップラ振動計(Laser Doppler 

Vibrometer, LDV)を使用することが適切と考えた． 

LDV については，振動膜振動の測定を境界要素法の数値解析に基づいた方法に適用し

た先行事例がいくつか報告されている[34, 35, 36]．しかし，この方法はマイクロフォ

ン感度の正確な値を得るためのものではない．振動膜の振動測定によるマイクロフォン

の感度が測定できれば，一つのマイクロフォンで感度を決定することが可能となる．な

お，表面振動の信号対雑音比がマイクロフォンの振動膜の振動から誘導された音響の 

信号対雑音比よりもかなり高いため，カプラを必要としないものと予想できる．  

以上を踏まえ，3.2 節では，マイクロフォン振動膜の振動と感度間の関係を理論的な

解析を通して解明する．また，実際の標準マイクロフォンの振動膜の境界条件は，理想

的な条件ではなく理論式の応答と完全には一致しないため，理論式で求められた数値と

実システムでの偏差，および実測モデルの必要性についても検討する．  

3.3 節では，マイクロフォン振動膜の共振周波数と減衰係数を決定するため， レーザ

ドップラ振動計を導入し，境界要素法の数値解析に基づいたハイブリッド方法に適用す

ることについて検討する．また，測定システムを構成して実験を行い，従来の可逆校正

法との結果と比校し，提案方法の妥当性を明らかにする．  

3.4 節では，感度を決定するための，振動膜中心の表面速度と振動膜表面振動による

音響体積速度との関係を与えるモデル(体積速度平均モデル)について検討する．そのた

め，表面速度分布を測定し，経験的モデルとして構築する．また，提案方法と可逆校正
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方法によって得られた結果とを比校することで，その有効性を確認する． 3.5 節は，ま

とめである． 
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3.2 マイクロフォン振動膜の振動と感度間の関係   
振動膜表面の振動測定からマイクロフォンの感度を決定するには，表面音圧と表面振

動との関係を定義する必要がある．受信機の場合，振動膜を動かすための音源が必要で

あり，マイクロフォン振動膜に到達する音圧の正確な量を取得しなければならないが，

それは簡単ではない．したがって，送信機としてマイクロフォンを使用することが好ま

しいと考えられる．さらに，供給された電気信号は比校的高い 精度で測定することがで

きる．振動膜の振動分布による体積速度は，マイクロフォンを 送信機として用いた場合，

入力電流によって発生する体積速度を次式のように求められる [37, 38, 39]． 

 

 

a
p

a rad

Zq M
i Z Z

- =
+

                        (3-1) 

 

 

ここで，q は振動膜振動による媒質の体積速度，i はマイクロフォンへの入力電流であ

る．Za，Zrad はそれぞれ音響インピーダンスと放射音響インピーダンスであり，次の式

で求められる[40]． 

 

 

02 tana
c

cZ j kl
a
r
p

= -                            (3-2a) 

( )2 21 0.6
4r c c cZ c ka ika ar pæ ö= +ç ÷
è ø

                (3-2b) 

 

 

上式で，ρ は媒質の密度，c は音速，acは振動膜の半径，k は波数，l0はマイクロフォ

ンの前面の深さである．標準マイクロフォンの振動膜は，均等に引っ張られた膜と仮定

することができる．その場合，表面の振動速度の分布は次式のような理論式で表現され

る[41, 42]． 
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ここで，u0は振幅，Joは第 1 種ベッセル関数，f は周波数 fresは振動膜の 1 次共振周波

数である．振動膜振動による媒質の体積速度は，表面速度に面積を掛けることで求めら

れる．半径による表面速度の主な分布は Fig.3-1 の通りであり，体積速度は式(3-4)で

求められる[43]． 
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å                 (3-4) 

 

 

しかし，実際の標準マイクロフォン振動膜の境界条件は理想的な条件ではなく，理論

式の応答と完全には一致しない．そのため，理論式で求められた数値と実システム との

偏差，および実測モデルの必要性について検討を行う．  

マイクロフォンの振動膜は数 µm の薄い膜であり，その振動を測定するためには非接

触法を用いる必要がある．そのため，ここではレーザ ドップラ振動計(Laser Doppler 

Vibrometer,Polytec OFV-5000)を用いて表面測定を行う．測定システム構成のブロック

図を Fig.3-2 に示す．マイクロフォンはトランスミッタとして用いるため ，トランスミ

ッタ用のプリアンプ(Brüel & Kjær ZE 0796)に装着し，Fig.3-3 のように固定している．

レーザの送受信部は，マイクロフォンの表面に垂直方向およそ 50 cm の距離において，

半径方向に 0.01 mm 単位で動くことが可能なステージに固定している．測定周波数は

20 Hz から 12.5 kHz までで，1/3 オクターブバンドの中心周波数ことに測定を行ってい

る． 
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Fig. 3-1. Surface velocity distribution on the diaphragm and the area having same surface 

velocity 
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Fig. 3-2. Block diagram configuration of the measurement system based on the laser Doppler 
vibrometer for measuring the vibration of the microphone surface. 

 
 

 
Fig. 3-3. Experimental setup of the microphone and the emitter of the laser Doppler Vibrometer. 
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構成システムを用いて，1 インチ標準マイクロフォン(LS1)の直径方向の振動分布を

測定した結果を，Fig.3-4 に示す．この図で横軸は中心からの距離を表しており，縦軸

は正規化速度を表している．測定点の間隔は 0.25 mm である．この図を見ると，中心付

近では比校的類似した値となり，境界では差が大きくなる傾向が見られる．観察周波数

内での振幅は中心付近が大きいが，外側の方は面積が広いため ，どちらの寄与量が大き

いかは一概では言えない．この結果から体積速度を求めた結果を， Fig.3-5 に示す．横

軸は周波数を示しており，縦軸は正規化した速度を表している．図を見ると，全体的に

理論値に基づいた結果が大きくなっている事が見て取れる．  

Fig.3-6 に，理論値と測定値に基づき感度を推定した結果を，可逆校正法の結果と合

わせて示す．横軸は周波数を示しており，縦軸は標準マイクロフォンの感度を表してい

る．また，図中の実線は理論値，×は測定値，点線は可逆校正法から得られた値を示し

ている．この結果から，理論値と測定値から推定した感度は 1.5 dB の差が存在するこ

とが分かる．可逆校正法の結果と比校すると，理論値を用いた場合は測定周波数範囲内

で平均 1.2 dB，実測値を用いた場合は 0.3 dB 高い値を示していることが分かる．この

結果は理論式に基づいた推定は誤差が大きく適切ではないことを示している．一方，実

測値に基づく振動分布から求めた体積速度分布を，モデルとして用いることは可能であ

ると考えられる． 
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Fig. 3-4. Measured and theoretical comparison of the surface velocity distributions along the 
radial direction, with values normalized at r = 0 m (solid lines: theoretical values and 
crossed lines: measured values) 
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Fig. 3-5. Comparison of the volume velocity induced by the diaphragm vibration (solid line: 
theoretical value and crossed line: estimation from measured values) 

 

 

 

 

Fig. 3-6. Comparison of the sensitivity of 1’’ LS microphone (solid line: theoretical value, -x-: 
estimation from measured value and dashed line: measured value with the reciprocity 
method) 
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3.3 共振周波数と減衰係数の決定法 

 

3.3.1 マイクロフォンの共振周波数と減衰係数  

振動膜上の相対的な振動分布が一定である場合，その平均を取ることで，振動分布あ

るいは体積速度の近似モデルを求めることができる．ここで，振動膜の振動分布は振動

モードによって決まるため，1 次システムと仮定する場合[44]の振動分布は，共振周波

数に対する相対周波数が同じで場合と一致すると考えられる．しかし，マイクロフォン

の共振周波数は個体ごとに異なるため，応答を平均するには周波数軸を共振周波数に対

する相対値に変換してから行う必要がある．したがって，各マイクロフォンの共振周波

数を測定する必要が生じる． 

マイクロフォン振動膜の共振周波数と減衰係数を決定するために広く使用されている

方法として，静電アクチュエータ法[45, 46]がある．この方法では，振動膜の周波数応

答を測定し，位相変化が 90°となる周波数として共振周波数を定める．また，減衰係

数は，共振周波数付近の応答曲線から決定される．しかし，静電アクチュエータの応答

は，正確な圧力応答を提供していない．結果的にこの方法を使用すると， 振動膜とアク

チュエータシステムの音響放射質量の影響により，圧力条件下で共振周波数より若干低

い値となる． 

近年，Rasmussen[47, 48, 49]は，いくつかの他のカプラを使用して得られたデータ

の適合を基礎に，新たな手法を提案した．この手法では，各マイクロフォンの感度校正

に使用されたカプラと独立であると仮定し，共振周波数と減衰係数を調整しながらマイ

クロフォンの感度を求めている．この方法は，マイクロフォンの可逆校正を含んでおり，

結果的に測定時間が可逆校正法とほぼ同じになる． 

コンデンサマイクロフォンの等価体積は，マイクロフォンの 振動膜のコンプライアン

スまたはインピーダンスと同じ空気の量である．振動膜の音響コンプライアンスは，次

式に従う． 

 

 

e
d

s

VC
Pg

=                                 (3-5) 

 

 

ここで，振動膜のインピーダンスと等価体積との関係は，一般的に次式のようになる．  
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1Z
j Cw

=                                 (3-6) 

 

 

したがって，振動膜の等価体積は次の式で求められる． 

 

 

s
e

d

PV
j Z
g
w

=                                   (3-7) 

 

 

ここで， eV は複素数であるため， dZ も複素数である．周波数依存等価体積を求めるた

めに広く使用されている方法では，次式に示す近似式を用いている[50, 51, 52]． 

 

 
12

21e eo
o o

f fV V j D
f f

-
æ ö

= - +ç ÷
è ø

                      (3-8) 

 

 

上式で，f は周波数， eoV は低周波等価体積， of とD は振動膜の共振周波数と減衰係数

である．周波数に応じた等価体積量を得るために，マイクロフォン振動板の共振周波数

と減衰係数を知るべきである．マイクロフォンの複素感度が決定されると，共振周波数

は位相変化が 90°となる値を示される． 

マイクロフォン振動膜の振動モデルは，粘性減衰を有する単一の自由度振動系に簡素

化できる．この振動システムに正弦駆動力 ftFff p2cos)( 0= が適用されると，振動板の

振動変位は次の運動方程式を満たす． 

 

 
2

02 cos 2d x dxm c kx F ft
dt dt

p+ + =                         (3-9) 
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ここで，mは質量， cは減衰係数であり， kは等価振動システムの剛性である．このシ

ステムの振動変位は，次式で与えられる[53, 54, 55, 56]． 

 

 

0
2 2 2

/( )
[1 ( / ) ] [2 ( / )]o o

F kx f
f f f fV

=
- +

                 (3-10) 

 

 

式(3-10）において，振動項は単純化のために無視することができる[57]．したがって，

変位応答を測定する場合，未知のパラメータは最小二乗法で当てはめる方法を用いて決

定することができる[58]． 

 

 

3.3.2 測定システムの構成 

測定システムは，3.2 節で使われたシステムと同じ構成で構築できる．マイクロフォ

ンは，校正に使用されたものと同じ寸法で特殊設計されたカプラに装着して圧力を受け

る．このカプラでは，透明な光学ガラスで覆われたレーザ振動計を使用して 振動膜の振

動を測定する． 

Fig.3-7 と Fig.3-8 は，それぞれ実験システムのブロック図と，機器の設定を示して

いる．マイクロフォン振動膜の周波数応答は，ダイナミック信号分析機(HP35670A)を使

用して測定する．ダイナミック信号分析機の出力信号は，可逆校正装置 (B＆K4143)を介

してマイクロフォンに供給される．マイクロフォンの駆動 AC 電圧は約 3.5 V で，室内

環境条件は次の通りである． 

- 温度 : 22.1 ± 0.2 ℃,  

- 相対湿度 : 63 ± 1 % RH,  

- 大気圧 : 1003 ± 0.2 hPa. 

マイクロフォン振動板の振動変位は，レーザドップラ振動計(Polytec OFV-5000)で測

定され，その出力信号を動的信号アナライザに送る．  
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Fig. 3-7. Block diagram of the experimental system for measuring frequency characteristic of a 
microphone. 

 

 

 
Fig. 3-8. Measurement system for measuring the diaphragm vibration using the laser Doppler 

vibrometer: from left, Dynamic Signal Analyzer (HP35670A), Reciprocity Calibration 
Apparatus (B&K4143) and Laser Doppler Vibrometer (Polytec OFV-5000) 
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3.3.3 実験結果 

変位応答曲線から共振周波数と減衰係数を求めるには，共振周波数付近の値が重要で

ある．1/2 インチ実験室標準マイクロフォンの公称共振周波数がほぼ 22,000 Hz である

ため，15,000 ∼ 30,000 Hz の周波数範囲で周波数応答曲線をデータフィッティングに

用いる．この周波数範囲の 100 点値を式(3-10)に代入し，式(3-11)を用いて共振周波数

と減衰係数を最小二乗法により求める． 

 

 
100

2

1
( )i i

i
E x M

=

= -å                             (3-11)  

 

 

ここで、 ix は式(3-10)を使用して計算された振動変位であり， iM は i 番目の周波数で

測定された値である．最小二乗法による結果の値を Fig.3-9 に示す．横軸は共振周波数，

縦軸は減衰係数を表している．図は，共振周波数と減衰係数の関係を 等高線で表したも

のである．レーザドップラ振動計による測定に基づく共振周波数は 20,000 Hz，減衰係

数は 1.06 であるが， 最小二乗法によって推定した値は，共振周波数の 20,303 Hz，減

衰係数は 1.063 である． 

 

 
Fig. 3-9. Variation of the squared sum of deviations between the measured and calculated 

responses near the nominal values of the resonance frequency and loss factor 
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Fig. 3-10. Frequency response functions measured using the laser doppler vibrometer (dotted line) 

and calculated by Eq.(3-10) (solid line) 
 

レーザドップラ振動計によって測定された周波数応答(点線)と，式(3-10)によって計

算された値(実線)を，Fig.3-10.に示す．横軸は周波数，縦軸は相対的な変位を表す．

図を見ると，共振周波数付近の測定結果と理論結果がほぼ一致していることが見て取れ

る． 

Table 3-1 は，4 つの 1/2 インチの実験室標準マイクロフォンの測定結果を示してい

る．この値は，各マイクロフォンごとに 10 回測定した結果を平均したものである．表

から分かるように，この方法を使用して測定された共振周波数と減衰係数は，使用され

た 1/2 インチ標準マイクロフォンの公称値に近い．また，測定結果の標準偏差は，最大

で約 1.3 ％であるため，この測定は再現性が極めて高いと言える．更に，この方法を

用いると，10 回の測定時間が 30 分未満であるが，既存の方法を用いると測定時間が数

十時間も必要となる． 
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Table 3-1. Measured resonance frequency and loss factor for 1/2” laboratory standard 
microphones. 
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3.4 体積速度平均モデルを用いた感度測定手法 

 

3.4.1 体積速度平均モデルの導出  

同一型のマイクロフォンでは，表面の振動分布が各マイクロフォンに対して同一の場

合，中心から速度に合わせて正規化された体積速度は同一型の マイクロフォンに対して

一致する．振動膜の幾何学的な形も同じであるため，振動膜モードの形態は，正規化さ

れた周波数とモード周波数の面で同一であると仮定できる．したがって，音響体積速度

に対する経験的モデルは，正規化された周波数に対して測定された分布の平均をとるこ

とで取得できる．そのためには各マイクロフォンの共振周波数が必要であり，前節で提

案した方法が適用できる． 

体積速度の経験的モデルを得るために，6 個の LS1P マイクロフォンを使用して平均

モデルを導いた．各マイクロフォンについて，応答を 5回測定し平均値を計算した．そ

の上で，Fig.3-11 のように共振周波数と減衰係数を変更させながら，測定値と式(3-

10)の差を最小化する共振周波数と減衰係数の値を選択した． Fig.3-11 は 6 個の値を表

しており，横軸は共振周波数，縦軸は減衰係数を表している．その結果は Table 3-2.

の通りであり，追加負荷を発生させるカプラなしに測定を行ったため，推定共振周波数

は公称値(8.2 kHz)よりやや低くなっている． 

次に，各マイクロフォンの速度の半径方向の分布を測定し，中心の変異で正規化され

た体積速度を求めた後，Fig.3-12 に示すように各マイクロフォンの共振周波数の相対

周波数の関数として再調整した．再配置された値の平均は， Fig.3-13 に示されており，

この結果は，経験的モデルの正規化された体積速度 qn(f/f0)に使用できる．この結果で

は， ⁄  = 0.004 以下の周波数で比較的偏差が大きくなっている．これは，この帯域

における低い信号対雑音比によるものと考えられ，モデルの有効範囲は 31.5 Hz 以上と

する．このモデルからマイクロフォンの感度は次のように求められる．   

 

 

( )n oq q u r=                                                       (3-12a) 

( ) / * /P n o a rad a rad aM q u r Z Z i Z Z Z= + +                             (3-12b) 
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Table 3-2. Estimated resonance frequency of the microphones 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

57 
 

   

                      

                                   

  

(a)                                    (b) 

 

 

 

                                 

                

(c)                                      (d) 

                                

 

 

 

 

 

 

(次ページに続く) 

Resonance frequency (Hz)

Lo
ss

 fa
ct

or

6500 7000 7500 8000 8500 9000 9500
0.9

0.95

1

1.05

1.1

1.15

1.2

1.25

1.3

Resonance frequency (Hz)
Lo

ss
 fa

ct
or

6500 7000 7500 8000 8500 9000 9500
0.9

0.95

1

1.05

1.1

1.15

1.2

1.25

1.3

Resonance frequency (Hz)

Lo
ss

 fa
ct

or

6500 7000 7500 8000 8500 9000 9500
0.9

0.95

1

1.05

1.1

1.15

1.2

1.25

1.3

Resonance frequency (Hz)

Lo
ss

 fa
ct

or

6500 7000 7500 8000 8500 9000 9500
0.9

0.95

1

1.05

1.1

1.15

1.2

1.25

1.3



 

58 
 

(前ページから続く) 

 

 

  

    (e)                               (f) 

Fig. 3-11.Variation of the squared sum of difference between the measured and estimated 
responses for different microphone devices by the single degree-of-freedom model 
according to the resonance frequency and loss factor (+: point of minimum 
difference): (a) S/N 1792662, (b) S/N 1792671, (c) S/N 2302546, (d) S/N 2796465, (e) 
S/N 2796466, (f) S/N 2620599. 

 

 

 
Fig. 3-12. Measured volume velocity normalized to the velocity at diaphragm center for six 

different microphones as a function of relative frequency to the resonance frequency 
of each microphone 
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Fig. 3-13. Empirical model for volume velocity normalized to the surface velocity at center 
derived from the average of five LS1 microphones (solid line, averaged value with 6 
samples; dashed line, standard deviation) 
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3.4.2. 感度測定結果 

提案法の妥当性を検証するため，前の節で使用された 6 つのマイクロフォンの感度

を求め，可逆校正法で得られた結果と比較した．ここでは，モデルの普遍性を確認する

ために，leave-one-out 法に基づく誤差検証を実施した． 

各マイクロフォンの感度は，自分以外の 5つのサンプルから求められた体積速度モデ

ルを使用して推定した．Fig.3-14 は，leave-one-out 法を用いた各マイクロフォンの感

度を示している．提案された経験的体積速度モデルは，可逆校正法で得た値と似な傾向

を見せていることが分かる．共振周波数以下の帯域における提案法で得られた感度と可

逆較正法の結果との差を Table 3-3 に示す．その結果，各方法から求められた感度の差

の平均値は，共振周波数以下で 0.07 ∼ 0.13 dB であり，標準偏差で約 0.04 ∼ 0.10 dB

である． 

 

 

Table 3-3. Difference between the estimated sensitivity by the proposed method and the 
reciprocity method. 
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(a)                                               (b) 
 

 

 

 

 

 

(c)                                               (d) 
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(前ページから続く) 

 

 

 

(e)                                                                             (f) 
 
Fig. 3-14. Comparison of the measured sensitivities of the five LS1 microphones used to 

estimate the empirical model for volume velocity. Solid line: proposed method, x: 
reciprocity method. (a) S/N 1792662, (b) S/N 1792671, (c) S/N 2302546, (d) S/N 
2796465, (e) S/N 2796466, (f) 2620599. 

 

 

3.4.3. 考察 
3.4.1 で提案した体積速度モデルを使うことで，マイクロフォン振動膜中心の一点の

表面速度測定から感度を求めることができる．その手続きは，Fig.3-15 のようにまと

められる．まず，中央の表面速度と送信機に供給される電圧を測定する．次に，マイク

ロフォンの共振周波数を，3.3 節で提案した手続きにより測定する．その上で，測定さ

れた共振周波数に合わせて，体積速度モデルを与えるパラメータを調整し，式(3-12)に

て感度を求める．このように，3.3 節の共振周波数を測定過程に用いれば，一回の測定

で必要な測定値を得ることができる． 

本章では，商用のレーザドップラ振動計を用いて振動膜の表面振動を測定している． 

ここで使用したシステムは，振動標準から追跡(Traceable)可能な 2 次比較方法とみな

すことができる．2 次比較の場合，方法の不確度は基準センサによって異なる．例えば ,

ドイツ国立度量研究所(Physikalisch-Technisch Bundanisstalt)では，レーザドップラ

振動計の校正の不確度として 10 kHz 以下で 0.1 %との値を示している．この場合の感

度への影響は 0.01 dB 未満である．この値は，Table 3-3 と比較して見ると小さい値で

ある．したがって，レーザドップラ振動計の不確度の寄与は全体の不確度と比べて  

充分小さいと言える． 
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また，提案された方法は，LS マイクロフォンのための新しい一次校正方法として拡

張できる可能性がある．レーザドップラ振動計で行ったマイクロフォンの表面振動を測

定する過程は，振動標準の 1 次校正方法で採択された干渉計による測定で代替できる    

ものと考えられる[59]．この干渉計システムは，SI 基本単位の長さから直接追跡可能

なので，レーザドップラ振動計が干渉計に代替できれば，提案法を絶対較正法として使

うことが可能である．精度面での可逆校正方法との違いは，国家計測機関で示した不確

度よりやや高い[60]．しかし，ピストンホン及びレベル校正機のような二次校正装置の

校正に適用できる程度に正確であると考える[61]． 

 

 

Fig. 3-15. Procedure to measure the microphone sensitivity by single point measurement with the 
empirical model for volume velocity 
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3.5 まとめ 
 

既存の可逆校正法では，3 個のマイクロフォンが必要となる．これらのマイクロフォ

ンは２つずつ 3ペアにし，そのうち 1つのマイクロフォンペアをカプラによって結合し，

1 つは送信機，他の 1 つは受信機として使用し，送信機の入力電流に対する受信機の比

である電気伝達インピーダンスを測定して，システムの音響伝達インピーダンスを３ペ

アで求める．この方法から，3 つのマイクロフォンの各々の感度が定められる．そのた

め，第 2章で論じたように，測定過程と拡張性の面において幾つかの問題点がある． 

本章では，これらの問題点を克服するために，レーザドップラ振動計を 用いたマイク

ロフォンの表面振動の測定を基盤にした新たな感度計測法を提案した．まず，マイクロ

フォン振動膜の共振周波数と減衰係数を決定するため，レーザドップラ振動計を導入し，

振動膜の振動測定を境界要素法の数値解析に基づいて求める方法を提案した． 

提案法の有効性を示すために，測定システムを構築し実験を行った．その結果，測定

された共振周波数と減衰係数は，使用された 1/2 インチ標準マイクロフォンの公称値に

近い値が得られた．また，測定結果の標準偏差は最大で約 1.3 ％であり，再現性が極

めて高いと言える．更に，この方法を用いると 10回の測定時間が 30 分未満で行えるが，

既存の方法を用いると測定時間が 20時間も必要となる． 

次に，振動膜中心の表面速度と，振動膜表面の振動によって 生じる音響体積速度との

関係を検討し，表面中心の振動から体積速度を与えるモデルを開発した．ここでは，6

つのサンプルで推定された 1 インチ実験室標準マイクロフォン(LS マイクロフォン)の

体積速度平均モデルを求めた．このモデルを用いて推定されたマイクロフォンの感度は，

従来の可逆校正法によって求めた結果と約 0.1 dB の差にととまり，高精度の測定を実

現できた．   

一方，本章で提案した手法は可聴周波数領域に限定されたものであり，20 Hz 以下の

帯域での低信号対雑音比の問題を克服するための新たな手法の検討が必要となる． 



 

65 
 

第 4 章 レーザ干渉計を用いた低周波数領

域のマイクロフォン感度決定法の提案 

 
4.1 はじめに  
現在，音響測定で最も高い精度が要求される実験室標準 (LS)マイクロフォン[11]の校

正には可逆校正が用いられている[12]．この方法は，可聴周波数範囲[25]で，0.1 dB

未満の不確度で LS マイクロフォンの感度を測定することができる．しかし，不確度 の

水準は，周波数が低くなるにつれて大きくなり，特に 20 Hz 以下の超低周波数

(Infrasound)帯域ではより低くなる[26]．これは主に，マイクロフォンが音源として機

能するときに，信号対雑音比が低周波数では低くなることによるものである．  

超低周波帯域における低い信号対雑音比の問題を克服するために，レーザピストンフ

ォンシステムが提案されている[23, 24]．その基本概念は，信号対雑音比を増大させる

ための音源を，マイクロフォンの代わりに移動ピストンに切り替え，ピストンの移動を

レーザ干渉計で測定することで音圧変化を測る方法である．レーザ干渉計は絶対変位を

測定できるため，音圧変化の絶対値も測定できる．このシステムを開発したイギリスの

NPL(National Physical Laboratory)では，このシステムで国際比較に参加しその妥当

性を検証した例がある[24, 26]．その後，いくつかの国家標準に関わる研究機関が類似

の光学測定システムを提案している[62, 63]．それらのシステムでは変位を求めるため

に，フリンジカウント法に基づくホモダイン干渉計を使用しており，この方法は振動お

よび衝撃トランスデューサの一次校正にも適用されている[64]．しかし，この方法は移

動方向を得ることができないため[65, 66]，位相情報を決定することが不可能であると

いう欠点を持っている． 

以上を踏まえ，本章では，ピストンフォンを使用して超低周波騒音測定用マイクロフ

ォンの感度を測定する方法について，2 つのテーマに分けて検討する．一つは，マイク

ロフォン可逆校正に使用される振動膜の共振周波数と減衰係数を簡単に求められる方法

で，これを利用したマイクロフォンの感度測定方法である．もう一つは，ピストンフォ

ンを利用したマイクロフォンの低周波帯域の感度測定方法である． 

4.2 節では，レーザピストンフォンシステムの基本概念について概観し，ピストン運

動による体積内の圧力変化を測定するための設計と，ピストン運動による体積内の圧力

変化について述べる．4.3 節では，光学系により直交信号を取得して変位を測定する

方法について検討する．即ち，測定した変位値を用い，ピストンの変調位相振幅と位相

角を求める方法について詳しく論じる．4.4 節では，提案したレーザ干渉計を用いた低
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周波数領域のマイクロフォン感度決定法の性能評価と，実験装置の構成を述べる． 4.5

節では，提案システムを用いた実験結果と考察について論じ，提案手法の効果を検証す

る．4.６節はまとめである． 
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4.2 レーザピストンフォンシステムの概念 
Fig.4-1 に，レーザピストンフォンシステムの概略図を示す．基本システムは可動ピ

ストン，空洞，および干渉計で構成される．可動ピストンは，空洞の容積を変化させる

ことで音圧を発生させる．ここでは，ピストン運動による体積内の圧力変化を測定する

ための設計と，ピストン運動による体積内の圧力変化について述べる．次式により，

断熱条件でピストン運動によって誘導された圧力変化を求められる [23, 24]． 

 

 

( )2
0P r d

p
V

g p
=                           (4-1) 

 

 

ここでγ は空気の比熱比，P0 は正圧，r はピストン半径，V はピストンが運動の

中心にあるときの空洞の体積，dはピストンの変位である．ピストンの変位を確実に

測定できれば，空洞内部の音圧を決定することもできる．  
 

 

Fig. 4-1. Conceptual configuration of the laser pistonphone. 

 
 

式(4-1)は，熱伝導と圧力漏れによる損失を考慮していないため，実際の音圧は式の

値よりも小さくなる．このため，式(4-1)の数値から補正を適用する必要がある．ピス

トンと空洞の間の摩擦を避けるために，円筒形ピストンと空洞に接する穴の半径は，ピ

ストンの半径よりも若干大きくする必要がある．この間隔による音圧の漏れに対する補

正係数は，次式によって与えられる[24]． 
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1
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aj Tw
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+

                             (4-2) 

 

ここで， aT は圧力が排出される時間に対する時定数であり， wは周波数である．断熱

条件での時定数は，[67]によって推定される． 
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                      (4-3) 

 

 

上の式で，μは動的粘度，l は間隔の深さ，e はピストン偏心量，δは間隔の内径と外

径の差である[67]． 

もう 1 つの重要な補正係数は，空洞内の熱伝導補正である．国際標準に関する研究

(IEC61094-2)では，2 つの異なる熱伝導モデル，低周波および広帯域解が提案されてい

る[12]．低周波帯域での補正係数は次式で与えられる． 

 

 

( )1 1 V
HC

Eg
g

+ -
D =                      (4-4) 

 

 

ここで， VE は温度伝達関数である．Geber の解[68]に基づいて 20 Hz 以上の周波数で

の単純なモデルが提案された．しかし，この簡略された解は超低周波では誤差が大きく

なり，Geber の厳密解を適用する必要があると報告されている[69, 70]． 
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4.3 正弦波近似法によるピストンの複素変位測定 
干渉計によるピストンの移動変位の大きさと移動方向を決定するために，直交出力に

基づく正弦波近似法(sine approximation method)を適用することができる[64, 66]．

Fig.4-2 は，直交信号を得るための光学系の概念的な構成を示している ． 

 

 

Fig. 4-2. Configuration of the optical system to obtain the quadrature output signal: PD, photo 
detector; PBS, polarized beam splitter; λ/2, half wave plate; λ/4, quarter wave plate. 
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光源としては，633 nm の波長と 1.6 mW の光学パワーを持つ He-Ne レーザを使用した．

差出されたレーザは，偏光ビームスプリッタ(photo beam splitter : PBS1)によって 2

つに分割される．基準経路は固定された鏡に向かっての測定であり，もう一つの経路は

往復するピストンに向かう経路になる．二つの経路の反射面から反射されたビームはま

た同じ経路で重なり，第 2の偏光ビームスプリッタ(PBS2)を通過する．ここで，重なっ

たビームが直交に偏光された二つのビームに分割され，二つの光検出器に向かうことに

なる．各光検出器の出力は次のようになる． 

 

 

( ) ( )1 1 0cos cosM sV t V tj j w j= + +é ùë û
) )

           (4-5) 

( ) ( )2 2 0sin cosM sV t V tj j w j= + +é ùë û
) )

           (4-6) 

 

 

式(4-5)と式(4-6)で， 1V
)
と 2V
)
は両方の信号の振幅，各 0j は信号の位相角， sj はピスト

ン運動の位相であり，次式によって与えられた Mj
)

は変調位相振幅である．  
 
  

8
M

dpj
l

=
)

)
                             

(4-7) 

 

 

ここで， d
)
はピストンの変位の振幅であり，λはレーザ光源の波長である．直角位相出

力信号から，変調位相値は次式のように推定することができる  
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2

1
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V t
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上式で，m は不連続性を防止するための定数である．従って，光信号の振幅が同じであ

る場合，文献[64]を用いて次式のように変調位相を求めることができる． 

 

( ) 0cos cos sin sinM M s M st t tj j j w j j w j= - +) )
            (4-9) 
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式(4-7)と式(4-8)を使用すると，次式のような行列式で表現できる． 

 

( )

( )

( )

1 1 1

0

cos sin 1
cos

cos sin 1 sin

cos sin 1

M

M s

M n n n M s

M N N N

t t t

t t t

t t t

j w w
j j

j w w j j
j

j w w

-é ù é ù
ê ú ê ú é ùê ú ê ú ê úê ú ê ú= - ê úê ú ê ú ê úê ú ë ûê ú
ê ú ê ú-ë ûë û

)M M M M
)

M M M M
          (4-10)  

 

 

上の行列は，Y = AX と表すことができる．ここでベクトル X の最小二乗解は，次の擬

似逆行列式で解を求めることができる[71]． 

 

 

( ) 1H H-
=X A A A Y                          (4-11) 

 

 

式(4-11)の解を求めると，ピストンの変調位相振幅と位相角は次のように求めることが

できる． 
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したがって，ピストンの変位は次式のように推定することができる．  
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4.4 測定システム構成 
前節まで論じた理論に基づいて製作されたレーザピストンフォンシステムを Fig.4-3

に示す．重力の影響によるピストンの非対称な動きを取り除くために，システムは垂直

プレート上に設置した．また，光学部品への振動の伝達を最小化するため， Fig.4-3(b)

に示すように，加振機(Brüel & Kjær Mini-shaker タイプ 4810）とピストンを別のテー

ブルに設置し，光学部と駆動部を切り離した． 

空洞内部の直径と長さは 60 mm であり，マイクロフォンは空洞の中心に挿入される．

レーザをピストンに写すため，小さな光学窓を空洞の上のプレートに作った．ピストン

の直径は 15.97 mm で， 空洞の穴の間隔は 0.285 mm である．ピストン中心と穴の中心

が同じ軸にあると仮定した．  

この空洞の熱伝導及び音圧漏えい補正係数は，Fig.4-4 のように求められる．この図

では熱伝導の影響が漏洩補正より相対的に小さいが， LS マイクロフォンの圧力較正の

不確度水準を考慮するとその影響は無視できない． 

 

 

     
                    (a)                           (b)                  

Fig. 4-3. Measurement system: (a) front view, (b) coupling component between chamber and 

piston. 
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Fig. 4-4. Correction factors of the designed chamber and piston: (a) heat conduction correction,    
(b) leak correction. 
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4.5 実験結果及び考察 
測定対象の試料として 1インチ LSタイプマイクロフォン(LS1P，Brüel＆Kjær4160)を

使用した．2 つのフォトダイオードとマイクロフォンの信号は， 2.5 MHz/s のサンプリ

ングレートでオシロスコープ(LeCray HDO6034)に同時に記録した．測定は 1/3 オクター

ブ帯域ステップで 2 ∼ 40 Hz 範囲内で実行された. 周波数が 2 Hz 未満加振機の仕様の

限界であったため安定的な加振ができなかった[72]． 

Fig.4-5 は，2 つの光検出器とマイクロフォンによる測定された信号の例を示してい

る．高周波ノイズの影響を除去するために, ローパスフィルタ処理を各信号に適用する

必要がある．ここでは，ナイキスト周波数の 0.2 倍の係数で，カットオフを有する 2次

バターワースフィルタを使用した．Fig.4-6 は，式(4-8)によって推定された変調位相

の結果と，位相アンラッピングの適用前後の結果を示している． 

本章で提案した方法の有効性を確認するため，可逆校正によって得られた感度と比較

を行った．Fig.4-7 は，提案されたレーザピストンホンによる測定結果と可逆校正方法

により測定した結果を比較したものである．2 Hz 未満の周波数の場合には，振動加振

システムが十分かつ適切な(振幅の面で)信号を生成することができなかった．Fig.4-7

で，レーザピストンフォンを使用した場合は 6 回反復測定した結果の平均値(記号)と

拡張不確度(誤差棒)を示しており，詳細な数値は Table 4-1 に示されている．不確度

は測定値を合理的に推定した数値の散布特性を示す因子であり [54]，ここで拡張不確度

は包含係数 k = 2 の 95 ％の信頼水準で推定したものである．可逆校正の結果について

は，国際比較の CCAUV A-k5 で評価された拡張不確度を引用したものであり[72]，レー

ザピストンフォンによる結果からは，反復測定による A 型不確度[73]を求めて比較を

行った．A 型不確度は観測(測定)によって統計的に求める不確度であり，その他の方法

によるものを B 型不確度と区分する[54]．B 型不確度の例としては，第 3者から発行さ

れた成績表や仕様による測定に使われた機器の不確度が挙げられる．Fig.4-7 のレーザ

ピストンホンの A型不確度の値は B型構成要素を含めた合成不確度よりは小さくなるが

[73], A 型の寄与度は,電圧測定及び電気構成要素のような B 型構成要素より大きいた

め，全体的な傾向を観察できる． 

感度の振幅の場合は，Fig.4-7(a)に示すように，20 Hz より低い周波数では，両結果

が拡張不確度以内にある．20 Hz 以上の周波数では，ピストンの連結器と横方向運動で

高次モードの影響が増加するため差も増加する．感度の位相の場合は大きさの場合より

その差が大きく，周波数による変化も安定的でないが，この場合でも 各方法の結果は拡

張不確度以内である． 

この結果では，提案したシステムでマイクロフォンの複素感度を校正が可能であるこ

とを示している．しかし，周波数応答は相反性に比べて不安定な傾向が観察された．特

に位相感度の場合，入力波形の品質が大きな理由の一つといえる．歪のない正確な正弦
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波信号を得るためには，長いストークと制御部を持つ加振機が必要である [63, 73]．劣

化のもう一つの原因は空洞の漏出である．この測定で使用されるシステムは空洞とピス

トンの間隔が 0.285 mm であり，これによる音圧レベルの減少は 2 Hz で 30 dB 以上と大

きくなる．このため，マイクロフォンで検出する充分な音圧を得るためには大きな変位

が必要となる．したがって，結果を向上させるためには加振部の変更が必要であり，こ

れは周波数範囲を 1 Hz 以下に拡張するためにも不可欠である． 

提案したシステムは現状ではいくつかの限界もあるが，提案方法の概念は，振幅感度

と位相測定に適用可能であることが確認できた．提案方法の適用範囲は LS 型マイクロ

フォンに限られないため，マイクロ気圧計のようなマイクロフォンに基盤していない超

低周波音響センサに対する 1 次校正方法としても使用できると期待される[74, 75]． 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 4-5. Examples of the captured signal measured by the two photodetectors and microphone: 
(a) 5 Hz and (b) 12.5 Hz. 
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Fig. 4-6. Example of the unwrapped modulation phase (5 Hz). 
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Fig. 4-7. Measured sensitivity modulus of the LS1P microphone by the lase pistonphone (open 
circle, average of 6 repeated measurements; vertical line, Type A uncertainty of 6 
repeated measurements with 95 % confidence level) and result of the reciprocity 
method (solid square, sensitivity; vertical line, expanded uncertainty with 95% 
confidence level [72]): (a) sensitivity modulus, (b) sensitivity phase. 

 

 
 



 

79 
 

Table 4-1．Measured sensitivity modulus of the LS1P microphone by the proposed laser 
pistonphone and result of the reciprocity method: (a) sensitivity modulus and (b) 
sensitivity phase 
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4.6 まとめ 
本章では，従来の可逆校正法の問題点のうち，低周波帯域の測定が不可能であること

に着目し，それを改善する手段としてレーザ干渉計を用いた低周波数領域の マイクロフ

ォンの感度を求める手法を提案した． 

提案方法は，低周波数に対するマイクロフォンの感度の大きさおよび位相を較正する

ために，直交信号による正弦近似法に基づくレーザピストンフォンシステムを用いた．

このシステムは，光学部品と可動ピストンと構成されており ，設計システムの関連する

補正係数を適合した．測定実験は，1/3 オクターブ帯域ステップで 2 ∼ 40 Hz の範囲内

で実行された．実験結果，2 ∼ 20 Hz の周波数範囲では，提案方法で測定された感度が，

不確度と標準偏差の範囲内で可逆校正法の結果と一致していることを確認した．しかし，

20 Hz 以上の周波数では，空洞内部における高次モードの影響と，ピストンの横移動が

増えることにより差が大きくなった．この結果から，提案システムでマイクロフォンの

複素感度を校正できることを確認した． 

一方，周波数応答は相反性と比較して不安定な傾向も観察された．特に位相感度の場

合，入力波形の品質が大きな理由の一つといえる．これらを 考えると，歪のない正確な

正弦波信号を得るためには，長いストークの制御部を持つ加振機が必要である．劣化の

もう一つの原因は空洞の漏出であり，これによる音圧レベルの減少は 2 Hz で 30 dB 以

上と大きくなった．このため，マイクロフォンから検出するのに十分なレベルを得るた

めには大きな変位が必要であることを確認した．したがって，性能を向上させるために

は，加振部をもっと精密に設計する必要がある．以上のことから，周波数範囲を 1Hz 以

下から可聴周波数領域まで拡張するためには，加振部の精密な設計，および測定システ

ムの変更が不可欠であると考えられる． 

提案システムは現状ではいくつかの限界をもっているが，提案法の概念は，感度の大

きさと位相の測定に適用可能であると考えれれる．また，提案法の適用範囲は LS 型マ

イクロフォンに限られないため，マイクロ気圧計のようなマイクロフォンを基盤として

いない超低周波音響センサに対する 1 次校正方法としても使用できる可能性がある． 
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第 5 章 標準マイクロフォンの広帯域高精

度校正法の提案 

 
５.１ はじめに  
既存の可逆校正法は，標準マイクロフォンのように極めて高い精度が要請される校正

を行うための方法として，測定方法とシステムが単純で，他の基準物に依存せずに絶対

校正が可能であるという面で優れた方法である．しかし，可逆校正法は第 2章で示した

ように，測定に多大な時間を必要とするだけでなく，低周波数帯域では測定における

SN 比が低下するという問題点がある．そこで，本研究では，社会的 に関心が高まって

いる超低周波音帯域(可聴周波数の下限される 20 Hz 以下の周波数)から上限周波数付近

までの，広範囲にわたりマイクロフォンの高精度校正が可能なシステムの実現を目指し

てきた． 

第 2章では，従来の可逆校正法における測定時間が長いという問題点を克服するため

に，時間引き延ばしパルスを利用して可逆校正法の音響伝達関数を求める方法を提案し

た．検討の結果，時間引き延ばしパルスを用いることで測定時間が大幅に短縮できるこ

とが確認された．また, 同期加算回数を増加させることにより，低周波数特性の誤差が

小さくなることが示された．しかしながら，5 kHz 以上の周波数帯域では誤差が大きく，

サンプリング周波数の変化による測定特性の改善は見られなかった．  

第 2 章の問題点を踏まえて，第 3 章ではレーザドプラ振動計を用いた校正法を提案

した．この方法は，短い測定時間で測定が可能で良好な精度が得られるものの，精度が

レーザドプラ振動計の精度に支配されるとともに，20 Hz 周波数以下では信号対雑音比

の低下により充分な精度が得られないという問題が残った．そこで第 4章では，低周波

数帯域の高精度測定を可能にするため，校正にピストンフォンを用いるとともに，その

膜面の振動振幅をレーザ干渉計により絶対校正する方法を提案した．これにより，2 Hz

以上で高い精度を実現できることを示した．しかし，20 Hz 以上の周波数では，ピスト

ンフォンの連結器と横方向運動で高次モードの影響が増加するため誤差も増加した．し

かしながら，以上の結果は，第 3 章で開発した方法と，第 4 章で開発した方法を合わ

せて用いれば，研究の目的にかなった測定が可能であることを示している．できるだけ

簡便に測定を行うには，統一的な方法で高精度かつ広帯域な測定を実現すべきと考えら

れる． 

そこで本章では，第 4 章で提案されたレーザ干渉計システムを，第 3 章で検討した

マイクロフォン表面測定に適用することにより広帯域化を図ることを考える．第 4章で
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用いたレーザ干渉計は，他の物理量で校正された測定機器や基準物に依存しないことか

ら，ダイアプラムの振動振幅の絶対測定が可能である．ただし，ダイアプラムの振動か

ら音圧を推定するには，体積速度を与える必要がある．これにはダイヤフラム全面の振

動振幅が必要となるため，レーザを用いた測定でこれを行うのは極めて複雑かつ長い測

定時間を要する．この問題の解決には第 3 章で提案した方法が適用できる．そこで本

章では，レーザ干渉計を用いたマイクロフォンダイアプラムの変位計測に，第 3 章で

提案した体積速度平均モデルを用いた感度測定手法を組み合わせることにより，広い帯

域にわたって高い精度が期待できる新しい方法を提案する． 

5.2 節ではレーザ干渉計を用いたマイクロフォン表面振動測定に基づいた感度校正シ

ステムの基本的な設計方針，設計手順を提案する． 5.3 節では提案法のシステム構成と

具体的な処理手順について論ずる．5.4 節では第 3 章で求めたダイヤフラム振動振幅の

測定結果を援用し，計算機シミュレーションにより提案法の妥当性を検討する． 5.5 節

は本章のまとめである． 
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5.2 レーザ干渉計を基盤とする音圧校正法の提案 
本節では，本章で提案するレーザ干渉計を用いたマイクロフォン表面振動測定に基づ

く感度校正法を導入する校正法について，提案，考察を行う．表 5.1 に従来から用いら

れている可逆校正法と，第 3 章，第 4 章で提案した校正法の測定可能な周波数帯域，

精度，及び超低周波数帯域への拡張性を示す． 

 

 

Table 5.1 Comparison of the calibration methods for 1’’ microphone 

 
 

 

表が示すように，第 3章で提案したシステムは，マイクロフォンダイアプラムの振動

を測定するためにレーザトップラ振動計を適用したものである．レーザトップラ振動計

はその精度が高く，振動面に影響を与えないため精密測定が可能である．この方法は，

レーザドップラ振動計から直接音圧が計れる訳ではなく，別の過程で校正された誘導単

位の測定機を使用することから，相対校正法の一種である．しかし， 第 3 章で提案し

た，絶対校正済みのマイクロフォン(標準マイクロフォン)を用いてダイヤフラムの振動

姿態のモデルを構築し，ダイヤフラムの中心の振動振幅から振幅体積速度を推定する方

法は，ダイヤフラム中心の振動振幅さえ正しく与えれば，高い精度が期待できる． 

第 4章で提案したレーザピストンフォンシステムは，ピストンの変位を測定するため

にレーザ干渉計を用いており，他に校正を必要とする誘導単位の測定や基準器を必要と

しない絶対校正法である．そこで，第 3章の提案で用いたレーザドップラ振動計をレー

ザ干渉計に置き換えることにより，振動振幅については別の過程で校正された誘導単位

の測定機を使用しない方法が成立することになり，本質的な高精度化が期待できる．加

えて，レーザ干渉計は広い周波数帯域にわたって，マイクロフォン表面の振動を測定で

きることから，低域の高精度化も期待される． 

以上を踏まえ，Fig.5-1 に，本章で提案するレーザ干渉計を用いたマイクロフォン表

面振動測定に基づいた感度校正法の基本的な設計手順を示す．図に示したように，本章

で提案するマイクロフォンの感度を求める流れは次のようになる．まず，第 4章で提案
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したように，レーザ干渉計を用いて光検出器で検出される信号を取得し，その信号から

第３章の結果に基ついてダイヤフラムの変位分布を求める．次に，得られた変位から振

動膜の体積速度を推定する．最後に，第 3章で提案した手法によって，推定した体積速

度からマイクロフォンの感度を求める． 

 

 

 
Fig. 5-1. Proposed procedure Fo measure the microphone sensitivity by p86 
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5.3 提案法の測定システムと具体的測定手順 

 

5.3.1 提案法を実現するシステム構成 
Fig.5-2 に，第３章で提案した感度校正システムの構成ブロック図を示す．この図の

ように，システムの基本構成は，第 3章の測定システムにおけるレーザトップラシステ

ムの代わりに，第 4章で提案したレーザ干渉計を取り入れることである． 

 

 
Fig. 5-2. System diagram of the proposed measurement system by Chapter 3. 
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最終的に本章で提案するシステムの構成を Fig.5-3 に示す．このシステムの光学部は

第 4章で使用されたものと同じで，２つの光検出器から得られた直交出力に基づく変位

を測定することが可能である．また，変位も測定可能である．マイクロフォンは，第 3

章と同じくトランスミッタとして使う．さらに，提案する干渉計システムは，長時間の

スタンドタイムから直接的に追跡可能であるため，レーザトップラ振動計を干渉計で置

き換えることで，高精度かつ広帯域にすることができる．  

 

 

 
 

Fig. 5-3. The proposed system configuration for LS microphone calibration based on the laser 
interferometer with quadrature output 
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5.3.2 感度校正手順 
Fig.5-3 に示すように，提案したシステムを用いて得られた信号から，高精度，広帯

域に感度を求める手順は次の通りである． 

 

(1）変位測定 

正弦波によって発生する干渉信号は，第 4章の式(4-5)と(4-6)から予測することが可

能であり，式(4-7)を代入すれば，Fig.5-3 の二つの光検出器で検出される信号は次式

のようになる． 

 

 

( ) ( )1 1 0
8cos cos s
dV t V tpj w j
l

é ù
= + +ê ú

ë û

))
                       (5-1) 

( ) ( )2 2 0
8sin cos s
dV t V tpj w j
l

é ù
= + +ê ú

ë û

))
                       (5-2) 

 

 

上式で， 1V
)
と 2V
)
は両方の信号の振幅，各 0j は信号の位相角， sj はピストン運動の位相

であり， Mj
)

は変調位相振幅である．上の二つの式を用い，第 4 章で論じた手法を適用

し，ピストンの変位を次式のように推定することができる [64]． 

 

 

( )cos
8
M

sd tlj w j
p

= +
)

                        (5-3) 

 

 

（2）体積速度推定 

前で求めた変位による振動膜振動媒質の体積速度は，表面速度に面積を掛けることで

求められる．半径方向の表面速度の分布は第 3 章 Fig.3-1(Fig.5-4 として再掲)のよう

にモデル化させ，Fig.5-4 に示すように，体積速度は式(5-4)から求められる[43]． 

 

( ) ( ) ( )1 2 2
1

1 2

N
n n

n n
n

u r u r
q r rp-

-
=

é ù-
= -ê ú

ê úë û
å                (5-4) 
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しかし，実際のマイクロフォンの振動膜の境界条件は理想的な条件ではなく，理論式の

応答と完全には一致しない．そのため，理論式で求められた数値と実システムでの偏差，

および実測したモデルが必要になる． 

 

 
 

 
Fig. 5-4. Surface velocity distribution model of standard microphone diaphragm as same shows 

area to having the same surface velocity 
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（3）体積速度平均モデルを用いた感度推定 

第 3章で論じたように，表面の振動分布が各マイクロフォンに対して同一の場合，中

心から速度に合わせて正規化された体積速度は，同一型のマイクロフォンではなく一致

している．したがって，音響体積速度に対する経験的モデルは，正規化された周波数に

対する測定された分布の平均をとることで取得できる．このモデルを用いて，マイクロ

フォンの感度を次式で求められる． 

 

( )n oq q u r=                                          (5-5a) 

( ) / * /P n o a rad a rad aM q u r Z Z i Z Z Z= + +                 (5-5b) 

以上の手続きにより，レーザ干渉計でマイクロフォンの変位が測定できれば，マイク

ロフォンの感度が求められることになる． 
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5.4 提案法の妥当性の考察 
本章で提案する方法をマイクロフォン校正に使うためには，マイクロフォン振動膜変

位の範囲が，測定可能な範囲に含まれる必要がある．これを検証するために，測定され

た振動膜の変位値を求め，正しい値が得られるかを検証する． 

そのために，式(5.1)と式(5.2)の振幅 1V
)
と 2V
)
を 1 と仮定し，位相角 0j と表面の位相

sj も 0と仮定し，次式のように簡略化処理を行った． 

 

( ) ( )81 cos cosdPD t tp w
l

é ù
= ê ú

ë û

)

                      (5-6) 

( ) ( )82 sin cosdPD t tp w
l

é ù
= ê ú

ë û

)

                      (5-7) 

 

これらの式を用いて計算した干渉信号を Fig.5-5 に示す．この図で，横軸は時間，

縦軸は振幅を示している．図中の赤色と青色は各光検出器で得られ るべき信号であり，

代表的な三つの周波数(20 Hz, 250 Hz, 6300 Hz)の場合について描いてある． 
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(次ページに続く) 
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(前ページから続く) 

 
(b) 

 
(c) 

Fig. 5-4. Simulated interference signals of each photo detector with the displacement of Fig. 5-3: 
(a) 20 Hz, (b) 250 Hz and (c) 6300 Hz 
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Fig.5-5 に，Fig.5-4で得られた信号を利用し，式(5.3)を用いて計算した変位と，第 

3 章で得られた変位を比較した結果を示す．横軸は周波数を，縦軸は変位を表している．

また，実線は第 3 章で測定した変位値であり，点線は第５章で提案する方法を用い た

上記の計算機シミュレーションにて得られた結果である．図から，二つの値がほぼ一致

していることが分かる．したがって，本章で提案した方法が，高精度かつ広帯域な校正

方法として用いるに適用できる可能性が考えられる．  

 

 

 
 

Fig. 5-5. Comparison of the measured and recalculated displacement by the sine approximation 
process with the simulated interference signals in Fig. 5-4 
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5.5 まとめ 
標準マイクロフォンの校正に広く使用されている既存の可逆校正法は，第 2章で示し

た通り，測定に多大な時間を必要とするだけでなく，低周波数帯域では測定における 信

号対雑音比が低下するなど，測定する周波数帯域を拡張する面で制限が多い．そのため，

測定帯域を超低周波数から可聴周波数までの広い範囲にわたり高精度校正が可能なシス

テムが必要となる． 

本章では，社会的関心の高まっている超低周波音のように，可聴周波数 帯域の下限以

下の周波数から上限周波数付近までの広範囲にわたり，マイクロフォンの高精度校正が

可能なシステムの実現を目指した．そのために，第 4章で提案した方法を第 3章の校正

手法の過程に適用する手法を提案した．即ち，第 4章で提案したレーザ干渉計システム

は，第 3章の表面振動測定へ適用することが可能であり，このシステム を適用すること

で，他に校正された振動測定機器を使わずともマイクロフォンの感度を高精度かつ広帯

域に測定することができるというものである．また，本章では，提案法の有効性を検証

するために，第 3章で求めたダイヤフラム振動振幅の測定結果を援用し，計算機シミュ

レーションにより提案法の妥当性を検討した．その結果，シミュレーション結果値は第

３章で測定した変位値とほぼ一致していることが示され，提案法が妥当性を持つことを

明らかにした． 

以上のことから，本章の提案方法は，広帯域にわたって高い精度で校正可能な新しい

方法となり得ると言える．しかしながら，本章の計算機シミュレーションの結果は，提

案システムの妥当性と可能性を示したものであり，今後実システム上でその有効性を検

討する必要があると考える． 
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第６章 結論 
 

本研究では，光学的な測定手法に着目し，可聴周波数の下限以下の周波数(2 Hz）か

ら可聴周波数帯域の上限周波数付近までの，広範囲にわたり 標準マイクロフォンの高精

度校正が可能な高精度標準マイクロフォン校正法の開発を目指した． 

序論では，標準マイクロフォンの校正法として広くに使用されているコンデンサマイ

クロフォンの概要と特性，標準マイクロフォン校正の必要性，及び関連する先行研究に

ついて概観した．また，標準マイクロフォンの校正法として最も優れているとされ国際

標準として用いられている可逆校正法を概観し，以下に示す 4つの問題点を取り上げた． 

(1) 1つのマイクロフォンでの測定が不可能である． 

(2) 手続きが複雑である． 

(3) 測定時間が長い． 

(4) 20 Hz より低い周波数帯域の測定ができない． 

これらの問題点を解決し得る，新たなマイクロフォン校正法の検討は極めて重要であ

る．前に述べた 1 ∼ 3 番目の問題点を解決するために，ダイヤフラム表面の振動測定に

よって感度を導くことにより，1 個のマイクロフォンでの感度決定が可能になると考え

た．そのため，レーザ振動計を用いたダイヤフラム振動の測定に基きマイクロフォンの

感度を測定する方法を検討した．4 番目の問題点を解決するために，光学的な測定シス

テムと正弦波近似法を組み合わせ，レーザ干渉計を用いて低周波数領域でのマイクロフ

ォンの感度取得の可能性について述べた．また，周波数の拡張性を考慮して，レーザ干

渉計を用いた手法を採用し，可聴周波数帯域だけではなく，低周波数から高周波数まで

の広範囲にわたり標準マイクロフォンの高精度校正が可能なシステムについて 検討した．  

第 2章では，まず，序論で述べた既存の可逆校正法の理論的な背景について詳細に論

じ，従来の可逆校正法において問題点が生じる原因を明らかにした．それを踏まえ，測

定時間が長いという問題点を解決するために，音響伝達関数を用いて定式化することに

より広い周波数帯域の測定をまとめて行うことを提案した． そのために，実際音響系の

インパルス応答を求める際に広く用いられている時間引き延ばしパルスを導入し，可逆

校正法の音響伝達関数を全周波数帯域にわたり一気に測定する手法について検討した．

その結果，既存の可逆校正法に比べ，時間引き延ばしパルスを用いて感度を求めた方が

測定時間が大幅に短縮できた．しかしながら，時間引き延ばしパルスの同期加算回数を

増やせば，低周波帯域の感度差がだんだん小さくなるが，周波数が高くなるに連れその

差は大きくなった．また，信号長とサンプリング周波数を変えながら検討を進めたが，

大きな改善には至らなかった．即ち，測定時間の大幅な短縮は実現可能であったが，こ
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の方法を標準マイクロフォン感度測定法として利用するには改善すべき問題点が多いこ

とが示された． 

第 3 章では，従来の可逆校正法の問題点の中，特に(1)単一のマイクロフォンでの測

定が不可能，(2)手続きが複雑であるという 2 点を解決するために，レーザドップラ振

動計を用いたマイクロフォンの表面振動の測定による新たな感度計測手法を提案した．

提案法は，まず，レーザドップラ振動計を導入することによって，振動膜の振動測定値

を用い，境界要素法の数値解析によりマイクロフォン振動膜の共振周波数と減衰係数を

求める．提案法を用いて実験を行った結果，測定された共振周波数と減衰係数は標準マ

イクロフォンの公称値に近い値が得られ，提案法の有効性 が確認できた．また，10 回

の測定に必要な時間はわずか 30分未満であり，既存法(数十時間）より大幅な時間短縮

を実現できた． 

次に，振動膜中心の表面速度と，振動膜表面の振動によって誘導される音響体積速度

との関係を検討し，表面の速度分布を測定することによるモデルを提案した．ここでは，

6 つのサンプルで推定された実験室標準マイクロフォンの経験 モデルを求めた．このモ

デルを用いて推定されたマイクロフォンの感度は，従来の可逆校正法によって求めた結

果と約 0.1 dB の差があり，高精度の測定方法を実現できた．提案法は可逆校正法と比

べて，手続きが簡単で，一つの校正プロセスに対して一つのハードウェアの設定のみ が

必要であり，マイクロフォンとカップラを入れ替える手間が省ける利点がある．しかし

ながら，本章で提案した手法は，可聴周波数領域に限定していたため，20 Hz 以下の帯

域での信号対雑音比が劣化し測定が不可能となる問題点が残っていた． 

第 4章では，第 3章で述べた問題点を解決するために，レーザ干渉計を用いた低周波

帯域マイクロフォン感度測定法を提案した．提案法は，低周波に対するマイクロフォン

感度の振幅および位相を校正するものであり，レーザ検出器から得られた直交信号に正

弦近似法を適用することによって感度を求める．提案法の性能評価を行うため，測定実

験を実施した．1/3 オクターブ帯域間隔で 2 ∼ 40 Hz までの帯域に渡り実験を行った結

果，2 ∼ 20 Hz の周波数範囲で感度値の改善が求められた．しかし，20 Hz 以上の周波

数では，ピストンフォンの連結器と横方向運動で高次モードの影響が増加するため，誤

差も増加した．位相の場合は大きさの場合よりその差が大きく，周波数による変化も不

安定であるが，この場合でも各方法の結果は拡張不確度以内であった．この結果から，

提案システム 2 ∼ 20 Hz までの低周波数領域でのマイクロフォンの感度を校正できると

考えられる． 

一方，可逆校正法と比較して，周波数応答は不安定であった．特に位相の場合には，

入力波形の品質が大きな理由の一つである．これらを考えると ，歪のない正確な正弦波

信号を得るためには，長いストークの制御部を持つ加振機が必要であると考え られる．

劣化のもう一つの原因は空洞の漏出であり，これによる音圧レベル の減少は，2 Hz で

30 dB 以上と大きくなった．このため，マイクロフォンで検出するのに充分な水準の音
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圧を得るためには大きな変位が必要であると言える．即ち，性能を向上させるためには

加振部をもっと精密に設計する必要がある．提案システムはいくつかの限界がある．提

案法の概念は，感度振幅と位相測定に適用可能である．提案法の適用範囲は LS 型マイ

クロフォンに限られないため，マイクロ気圧計を用いた超低周波音響センサ等の 1 次

校正方法としても使用できると期待される． 

第 5章では，マイクロフォンの校正帯域を可聴周波数帯域だけではなく，低周波数か

ら可聴周波数帯域までの広範囲にわたり，マイクロフォンの高精度校正が可能なシステ

ムについて検討した．測定区間の拡張性を考え，第 4章で提案した方法を第 3章の過程

に適用することで，校正された測定システムや標準器に依存せず，高精度かつ低域から

可聴周波数帯域までマイクロフォンの感度を容易に測定できると考えた．提案法の妥当

性を検証するため，第 3章で求めたダイヤフラム振動振幅の測定結果を援用し，計算機

シミュレーションにより提案法の有効性を検討した．その結果，シミュレーションの結

果は，第 3 章で測定した変位値とほぼ一致していることを確認した．このことから，  

レーザ干渉計を用いマイクロフォンダイアプラムの変位に，第 3章で提案した体積速度

平均モデルを用いた感度測定手法を組み合わせるという提案法は，広帯域かつ高精度な

測定が可能な新しいシステムとなり得ると考えられる．ただし，本章の計算機シミュレ

ーションの結果は，提案システムの妥当性の検証にとどまり，提案法の可能性を示した

ものであり，今後実システム上でその有効性について更なる検討を進める必要があると

考える． 

第 5 章で提案した手法は，他の関連する物理量で校正された測定機器や基準物に依

存しない，広帯域かつ高精度な校正手法であると言える．本研究で提案した手法は，各

国の標準機関における標準マイクロフォンの校正手法として，今後， 測定時間の短縮，

手続きの簡単さ，更には 1 個のマイクロフォンで測定が可能な広帯域校正法として広

く応用されることを期待し，本研究の結びとする． 
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